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第１章 総合計画の概要 
第１節 総合計画の政策体系 
 第２次みなかみ町総合計画は、本町の目指すべき方向とそれを実現するための施策を明らかにする総合的で体系的

なまちづくりの指針であり、「基本構想」と「基本計画」で構成されます。 

 「基本構想」は、本町の現状とまちづくりの課題を踏まえ、目指すべきまちの将来像と、これを実現するための施策の基

本的な方向を示すものです。また、「基本計画」は、「基本構想」をもとに、その目標を達成するため、施策の具体的な内

容を分野別に体系化したものです。 

 政策体系とは、まちづくりのビジョン（目的）達成のための課題を、「基本目標＞施策＞基本事業」という３つの階層に区

分、構成し体系付けたもので、各階層はそれぞれ「目的・手段」の関係にあります。   

 総合計画に示された方針や目標の進行管理や、意図実現のために行う具体的な手段である事務事業の効率的か

つ効果的な執行には、行政評価の手法を活用します。行政評価では、施策ごとに定めた方針や目標の達成度を、施策

評価により評価し、その評価結果から各施策の現状と課題などを明らかにして、次年度の取組方針に反映させます。 

 このように、総合計画の政策体系に沿った評価を行うことにより、計画→実施→評価のマネジメントサイクルを確立し、

着実に総合計画を推進します。 

■政策体系の概念図 

● 施策とは、まちづくりの基本理念や将来像を実現するための政策課題として設定する基礎単位（＝まちづくりの課題） 

● 基本事業は、施策の目的や目標達成のための主な課題 

● 事務事業は、施策や基本事業の意図実現のために行う具体的な手段 
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第３節 将来像 

 この将来像は、地域の最大の宝であり資源である美しい自然や景観、水をはじめとするたくさんの森林の恵み

を未来を担うこどもたちにつないでいくとともに、町民が豊かな自然環境のもとでゆとりのある暮らしが実現できる

ことを目指しています。 

 また、利根川源流のまちとして、生命と経済活動を支えていることを誇りとし、首都圏住民と交流を深めつつ、

森・山・川を守るとともに、水と森と空気を大切にする水源地域としての存在感を持つ地球環境にやさしいまちを

目指しています。 

水と森林と人を育む 利根川源流のまち みなかみ 

 

 社会情勢の変化により懸念される地域コミュニティ

の衰退や地域のつながりの希薄化を抑制するため、

次世代を担うこどもたちを産み育てることのできる環

境整備を推進するとともに、町民の誰もが支え合い、

安心や安全、ゆとりを感じながら、健康で生きがいを

持って暮らすことのできるまちを目指します。 

 

２ 豊かな自然と共生するまち 

 「ユネスコエコパ－ク」に登録された自然資源の重要

性や可能性を町民に認識させるとともに、地域経済に

寄与するための利活用を図ります。また、環境負荷の

軽減や良好な景観の形成に配慮したまちづくりを推

進し、都市的な環境と自然が共生するまちを目指し

ます。 

 

３ 活力にあふれるまち 

 町が潤い、町民が豊かさを感じるために、地域の産

業の活力を生み出し、地域の特性や優位性を活か

した産業の振興や、魅力ある新たな産業と雇用の場

を創出し、将来にわたって持続的に発展を遂げるま

ちを目指します。 

１ 誰もが安心でき安全でゆとりを感じるまち 

第４節 基本目標 

４ 豊かな心と文化を育むまち 

 町民一人ひとりが、夢と誇りを持つとともに、学校教

育や生涯学習、文化、スポーツなどを通じ、感性を育

み、地域の貴重な歴史的・文化的資源を活かして、

次代を担う心豊かな人づくりを目指します。 

 

５ 地域をささえるひとづくり 

 地域の基盤が脆弱化しつつあるため、地域で抱え

る問題を地域で解決するための仕組みを整え、町

民、地域、団体、企業、行政などの多様な主体がそれ

ぞれの役割と責任を持ち、地域コミュニティの持続性

を向上させるとともに、郷土に愛着を抱く人づくりを目

指します。 

 

６ 効率的で効果的な行政運営 

 限られた経営資源で、社会経済情勢の変化や多様

化・高度化する町民ニーズに的確に対処するため

に、行政の経営力を強化し、質を重視した行政サー

ビスを実現するとともに、健全な行政運営を目指しま

す。 
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基本目標 施策 基本事業 

Ⅰ 

誰
も
が
安
心
で
き
安
全
で
ゆ
と
り
を
感
じ
る
ま
ち 

 
 

 
  

1 地域共生社会の実現 

1 見守り支援の充実 

2 相談支援体制の充実 

3 人権意識の啓発 

2  高齢者福祉の充実  

4 生きがいづくりと社会参加の促進 

5 介護予防の充実 

6 介護サービス利用の適正化 

3  こども・子育て支援の充実  

7 こどもの健康増進 

8 子育てと仕事の両立のための支援 

9 子育てのための経済的な支援 

10 こども家庭相談の充実 

 

4     
 
障がい者福祉の充実 

11 ノーマライゼーション社会の実現 

12 生活支援の充実 

     13 社会参加の促進 

 5  健康づくりの推進  

14 健康な心と体の維持・増進 

15 病気の早期発見 

16 国民健康保険制度の適正利用 

 6  消防防災対策の強化  

17 消防団員確保と活動環境の整備 

18 防災意識の高揚 

19 防災体制の強化 

7 生活安全対策の推進 

20 交通安全意識の高揚 

21 防犯設備の充実 

22 消費者保護対策の推進 

8  道路の安全性と利便性の確保  

23 道路整備の推進 

24 道路の安全性の確保 

25 冬期間の道路網の確保 

9  公共交通の維持・確保 
26 公共交通の利用促進 

27 移動手段の維持・確保 

10  水道の安定供給  
28 適切な施設等の維持管理 

29 安全安心な水道水の供給 

Ⅱ 

豊
か
な
自
然
と 

 
 

 
 

 
 

共
生
す
る
ま
ち   

11 生活環境の保全 

30 生活排水の適正処理 

31 良好な住環境の維持 

32 ごみの減量化・資源化の推進 

 12 自然環境の保全  
33 ユネスコエコパーク推進 

34 ＳＤＧｓ啓発・活動支援 

 13  
                                   
調和のとれたまちなみの形成 

  

35 美しい景観づくりの推進 

36 良好な景観の保全 

37 適正な土地利用の推進 

■政策体系表 
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基本目標 施策 基本事業 

Ⅱ 

豊
か
な

自
然
と
共
生

す
る
ま
ち   

14  獣害対策の推進 

38 農林産物被害の軽減 

39 鳥獣が出没しにくい環境整備 

40 捕獲従事者育成 

Ⅲ 

活
力
に
あ
ふ
れ
る
ま
ち 

15  観光の振興 

41 観光情報発信 

42 観光資源の充実 

43 国際観光の推進 

44 町内事業者の消費拡大 

16  農林業の振興 

45 有機農業の推進 

46 地域の農産物の利用促進 

47 経営基盤の強化 

48 担い手の育成・確保 

17  商工業の振興  

49 町内事業所の消費額拡大 

50 店舗改修の補助 

51 創業希望者に対する支援 

Ⅳ 

豊
か
な
心
と
文
化
を
育
む
ま
ち   

18  学校教育の充実 

52 教員の指導力向上 

53 教育指導への支援 

54 教育環境の整備 

19  生涯学習の推進   
55 学習意欲の高揚 

56 学習機会の充実 

20  生涯スポーツの推進  
57 スポーツ意欲の高揚 

58 スポーツ機会の充実 

21  文化財の保存と活用 

59 文化財の保護 

60 文化財の活用 

61 文化財の保存 

Ⅴ 

地
域
を
さ
さ
え
る 

 
 

 

ひ
と
づ
く
り  

22  移住定住の促進  

62 町の魅力と情報の発信 

63 移住定住環境の整備 

64 交流連携の強化 

23  コミュニティ活動の推進 

65 コミュニティ施設の維持 

66 コミュニティ活動への支援 

67 担い手の育成 

Ⅵ 

効
率
的
で
効
果
的
な 

 
 

行
政
運
営 

24   健全な財政運営 

68 特定目的基金の活用 

69 町債の活用及び町債残高の縮減 

70 町税の適正な課税及び収納 

71 町有資産の効率的かつ効果的な運用 

25  効率的な行政運営の推進 

72 人材の育成 

74 業務の効率化 

73 効率的かつ効果的な組織運営 
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第２章 組織・機構 

区分 住所 
電話 

ＦＡＸ 

役場本庁舎 
〒379-1393 

みなかみ町後閑318 

62-2111 

62-2291 

水上支所 
〒379-1692 

みなかみ町湯原64 

72-2111 

72-4610 

新治支所 
〒379-1498 

みなかみ町布施365 

64-0111 

64-0852 

観光センター 
〒379-1313 

みなかみ町月夜野1744-1 

25-5017 

62-3211 

月夜野農村環

境改善センター 

〒379-1313 

みなかみ町月夜野938-1 

25-5015 

25-8353 

奥利根アメニ

ティパーク 

〒379-1414 

みなかみ町布施2806-1 

64-1167 

64-1097 

■町長部局 

■教育委員会 

令和７年4月1日現在 

  

■行政施設 

資産税係 

福祉相談係 

子育て支援係 

■町議会 

議 会 事 務 局 庶務・議事係 

議 長 

総 務 課 総務係 

人事係 

秘書・広報係 

住民係 

住民係 

水 上 支 所 

新 治 支 所 

地域創生係 

住民税係 

財 政 課 財政係 

行財政改革推進係 

町 民 福 祉 課 

収納対策係 

会計係 

住民・戸籍係 

企 画 課 

高齢介護係 

障害・福祉係 

こども家庭相談係 

健康推進係 

農政係 農 林 課 

農村整備係 

農地利用係 農業委員会事務局 

観 光 商 工 課 観光振興係 

ふるさと応援係 

町 長 

副 町 長 

消防・防災係 危 機 管 理 室 

企画調整係 

奥利根アメニティパーク 

林業振興係 

国保・年金係 

獣害対策係 獣害対策センター 

にいはるこども園 

こ ど も 家 庭 セ ン タ ー 

税 務 会 計 課 

環 境 課 

上 下 水 道 課 

環境対策係 

廃棄物処理係 

経営係 

上下水道係 

子 育 て 健 康 課 

商工振興係 

学 校 教 育 課 学校教育係 

古馬牧小学校 

桃野小学校 

月夜野北小学校 

教 育 長 

水上小学校 

藤原小学校 

新治小学校 

みなかみ中学校 

新治学校給食センター 

月夜野学校給食センター 

総合体育館 

Ｂ＆Ｇ海洋センター 

教育環境対策係 教育環境対策室 

生 涯 学 習 課 生涯学習係 

スポーツ振興係 

中央公民館 

水上公民館 

新治公民館 

カルチャーセンター 

収納対策室 

除 雪 セ ン タ ー 

土木係 

用地・管理係 

都市計画係 

除雪センター業務係

地 域 整 備 課 
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■施策・所属別評価対象事務事業数一覧 

所 属 

施 策 

 

総
務
課 

財
政
課 

企
画
課 

税
務
会
計
課 

町
民
福
祉
課 

子
育
て
健
康
課 

環
境
課 

上
下
水
道
課 

農
林
課 

観
光
商
工
課 

地
域
整
備
課 

議
会
事
務
局 

学
校
教
育
課 

生
涯
学
習
課 

合
計 

1 地域共生社会の実現 2      1 16               4  23 

2 高齢者福祉の充実        57                  57 

3 こども・子育て支援の充実        3 36              39 

4 障がい者福祉の充実        22                  22 

5 健康づくりの推進       3 19 13          1        36 

6 消防防災対策の強化 24       1          3     28 

7 生活安全対策の推進 9                1        10 

8 道路の安全性と利便性の確保    1               21      22 

9 公共交通の維持・確保 1    8                   9 

10 水道の安定供給               3           3 

11 生活環境の保全 1            16  3            20 

12 自然環境の保全     11              3 2      16 

13 調和のとれたまちなみの形成      3               1  9      13 

14 獣害対策の推進              8          8 

15 観光の振興         1             52 3      56 

16 農林業の振興               66 1      1 68 

17 商工業の振興                    10       10 

18 学校教育の充実   1                       33 1  35 

19 生涯学習の推進                         12  12 

20 生涯スポーツの推進                    1    10 11 

21 文化財の保存と活用                      11 11 

22 移住定住の促進    6             7 4     17 

23 コミュニティ活動の推進     4                    4 

24 健全な財政運営 4 5 1  11               21 

25 効率的な行政運営の推進 24  5 3               2     34 

  施策体系外 3  1  7           1  5    17 

合計 68 11 38 15 126 49 16 6 75 76 43 7 33 39 602 

所 属 

施 策 



  

 

Ⅰ 誰もが安心でき安全でゆとりを感じるまち 

Ⅱ 豊かな自然と共生するまち 

Ⅲ 活力にあふれるまち 

Ⅳ 豊かな心と文化を育むまち 

Ⅴ 地域をささえるひとづくり 

Ⅵ 効率的で効果的な行政運営 

第２編 執行状況 
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 行政評価は、計画（PLAN)、実施（DO)、評価

（CHECK）、改善（ACTION）というPDCAサイクル

（行政マネジメントサイクル）のもと、評価結果を次の

計画策定や事務改善に反映させ、社会経済情勢の

変化や町民のニーズに合った行政サービスを提供す

るための有効な方法です。 

 本編では、各施策の評価結果である施策マネジメ

ントシートと、その施策に関連付けられている事務事

業シートを掲載しています。 

■事務事業シートの見方 

１ 行政評価による状況把握 

 施策評価では、総合計画で定められた施策ごとの

方針や目標が、どの程度達成されているのかを指標

による客観的な数値により把握し、その背景や要因

を考察することで現状と課題などを明らかにし、次年

度以降にどのようなことに重点的に取り組む必要が

あるのか、その方向性を導き出します。  

２ 施策評価とは 

執行状況について 

１. 地域共生社会の実現 

事務事業を担当する組織と予算科目、事業費です。 

事務事業の内容等を記載しています。 

施策に関連付けられている事務事業名です。 

事務事業の実績を示しています。 

 本町は、2019年（令和元年）7月1日「SDGｓ未来都

市」に選定されました。各施策を推進することがSDGs

達成に向けた取り組みを推進することにつながると

考え、施策ごとにSDGｓの目標を関連付けています。 

３ SDGs（持続可能な開発目標）  

総合計画に基づく施策名です。 
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■施策マネジメントシートの見方 

施策を取り巻く状況（対象や 

法令等）が今後どのように 

変化するかを示しています。 

施策に対して、住民や議会から 

どのような意見や要望が寄せ 

られているかを示しています。 

目的・目標を達成するために、 

町民、事業所、地域、団体などが 

担う役割を示しています。 

施策に関連するSDGs 

の目標です。 

取組みを進める事業が、何を対象とし、どのような状態になることを意図す

るか、またその方針を示しています。 

施策の目標達成に向けて、取組む事業の具体的な考え方を示し

ています。 

前期計画の達成状況を分析し、後期計画で取り組む課題を明ら

かにします。 

目的・目標を達成するために、 

行政（町、県、国）が担う役割 

を示しています。 
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施策がどの程度達成できたか（成果）を示しています。目標値

（下段）と実績値（上段）を年度ごとに設定・把握しています。 

成果指標の実績値が過去のものと比較して、どの

ように変化したのかを分析し、その背景・要因を考

察しています。 

基本事業がどの程度達成できたかを示しています。目

標値（下段）と実績値（上段）を年度ごとに設定・把握し

ています。 

本年度の達成状況を

示しています。 

基本事業の取り組み状況を

明らかにし、実績値と目標値

を比較することで、達成状況

を分析し要因を考察してい

ます。 

現状の課題を明らかにし、解決

するために次年度以降どのよ

うなことに取り組むのか、方向

性を示しています。 
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■施策・会計別決算総括表 

 一般会計 

    特別会計 

うち現年予算 うち繰越明許 国民健康保険 
後期高齢者 

医療 
介護保険 

会計 

施策 

1 地域共生社会の実現 190,493,214 132,623,382 57,869,832       

2 高齢者福祉の充実 1,009,791,815 1,009,791,815     365,707,678 2,676,311,062 

3 こども・子育て支援の充実 1,331,698,704 1,331,698,704  1,500,420     

4 障がい者福祉の充実 592,235,559 592,235,559         

5 健康づくりの推進 259,889,376 259,889,376  1,890,167,456 16,785,002   

6 消防防災対策の強化 519,262,354 519,262,354      

7 生活安全対策の推進 18,797,549 18,797,549        

8 
道路の安全性と利便性の

確保 
1,066,024,899 800,618,907 265,405,992       

9 公共交通の維持・確保 41,648,483 41,648,483        

10 水道の安定供給 137,405,108 137,405,108         

11 生活環境の保全 1,138,492,515 1,138,492,515         

12 自然環境の保全 135,610,387 135,610,387         

13 
調和のとれたまちなみの形

成 
41,900,118 39,920,118 1,980,000       

14 獣害対策の推進 43,630,955 43,630,955         

15 観光の振興 1,031,341,009 456,956,110 574,384,899       

16 農林業の振興 537,564,122 502,521,922 35,042,200       

17 商工業の振興 90,889,250 55,889,250 35,000,000       

18 学校教育の充実 2,333,101,708 1,433,043,927 900,057,781       

19 生涯学習の推進 190,203,201 190,203,201        

20 生涯スポーツの推進 41,015,395 41,015,395        

21 文化財の保存と活用 8,284,748 8,284,748        

22 移住定住の促進 213,579,914 213,579,914        

23 コミュニティ活動の推進 22,906,096 22,906,096         

24 健全な財政運営 2,573,351,608 2,572,737,808 613,000 438,733   101,510 

25 効率的な行政運営の推進 645,162,823 633,062,823 12,100,000       

  施策体系外 463,778,859 463,778,859        

  
職員（特別職を含む）人件

費 
1,783,314,089 1,783,314,089         

合計 16,461,373,858 14,578,919,354 1,882,454,504 1,892,106,609 382,492,680 2,676,412,572 
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単位：円、％ 

0       190,493,214 0.81% 1 

0       4,051,810,555 17.32% 2 

0       1,333,199,124 5.70% 3 

0       592,235,559 2.53% 4 

0       2,166,841,834 9.26% 5 

0       519,262,354 2.22% 6 

0       18,797,549 0.08% 7 

0       1,066,024,899 4.56% 8 

0       41,648,483 0.18% 9 

351,485,300 511,647,031   1,000,537,439 4.28% 10 

  694,200,495 419,994,040 2,252,687,050 9.63% 11 

      135,610,387 0.58% 12 

0       41,900,118 0.18% 13 

      43,630,955 0.19% 14 

0       1,031,341,009 4.41% 15 

0       537,564,122 2.30% 16 

0       90,889,250 0.39% 17 

0       2,333,101,708 9.97% 18 

0       190,203,201 0.81% 19 

0       41,015,395 0.18% 20 

0       8,284,748 0.04% 21 

0       213,579,914 0.91% 22 

0       22,906,096 0.10% 23 

0       2,573,891,851 11.00% 24 

0       645,162,823 2.76% 25 

0       463,778,859 1.98%   

        1,783,314,089 7.62%   

351,485,300 511,647,031 694,200,495 419,994,040 23,389,712,585 100.00%   

水道事業会計 下水道事業会計 

合  計 構成比 

施
策
番
号 

収益的支出 資本的支出 収益的支出 資本的支出 
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・自然環境の調査研究を行い、地域への還元に努める。

・SDGｓへの理解を深め、行動につなげるための仕組みづくり及び支援に積極的に取り組む。

・ゼロカーボンシティ実現に向けて周知を図り、再生可能エネルギーの可能性を調査し、導入を推進する。

基
本
事
業
の

考
え
方

観光商工課　観光振興係課長 小池　俊弘

担当係 地域創生係、企画調整係

目的と
基本方針

自然資源の価値を認識する

・環境教育を推進し、自然環境調査、保全活動を積極的に支援します。

・ユネスコエコパークの理念に基づく取り組みを通じて、SDGｓ達成への貢献を目指します。

施策 12 自然環境の保全 主管課

名称 企画課

関係課

・ユネスコエコパークの理念を引き継いでいく取り組みを進める。 

1 日施策マネジメントシート（2025年度の振り返り、総括） 作成日 2026 年 8 月

基本
目標

Ⅱ 豊かな自然と共生するまち

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・こどもから高齢者まで、町の自然に理解を深め、自然を「まもり」「いかし」「ひろ
める」ことに取り組む。
・家庭や事業所において、SDGｓや脱炭素について関心を持ち、できることから
取り組む。

・みなかみユネスコエコパークの趣旨や取り組みを町内外に周知していく。
・群馬県自然環境保全条例や自然公園法等を適正に運用し、自然環境の
調査・研究及び保全を行う。
・赤谷プロジェクトが取組む生物多様性保全活動を支援する。
・谷川岳エコツーリズム推進全体構想に基づいた取り組みを推進する。
・「SDGｓ未来都市」であり、「ゼロカーボンシティ」を宣言している町として、持
続可能なまちづくりに取り組む。

3．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化する？ ４．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・ユネスコエコパークの定期報告（１０年目）を2027年に控えている。
・企業の自然環境に対する関心が高まっている。
・国が2050年に、温暖化ガスの排出実質ゼロを目指すゼロカーボン宣言を行っ
ている。

・こども達への環境学習への取り組みを継続してもらいたい。
・日々の生活や生産活動において、何をすればSDGｓや脱炭素に結び付く
取り組みになるか学ぶ機会が欲しい。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策の現状 ２．施策の課題

・小中学生や高校生を対象とした普及活動や自伐型林業の推進等により、みな
かみユネスコエコパークの認知度・理解度や自然環境が守られていると感じる町
民の割合は、高い水準を維持しています。
・SDGｓ未来都市に選定（令和元年7月1日）されてますが、町民の認知度は町民
アンケートで29.7％（令和3年度末）にとどまっています。
・ゼロカーボンシティを2020年7月28日に宣言していますが、脱炭素へ向けた具
体的な取り組みが進んでいません。

・ユネスコエコパークの認知・理解度を維持していくためにも、環境教育を継
続していく必要があります。
・谷川岳周辺登山者の、環境に対するモラルの低下が感じられます。
・SDGｓ未来都市に選定されているにもかかわらず、SDGｓへの理解度が低
い状況となっています。
・ゼロカーボンシティとして、脱炭素への計画的な取り組みが必要です。

基
本
事
業

基本事業名 対象 意図 取り組み方針

1 町民及び町外の人
ユネスコエコパークの理念を次世
代に引き継ぐ。

環境学習等を通じ、「人と自然の共生」というユネスコエコパーク
の理念の浸透と継承を目指します。

2 SDGｓ啓発・活動支援 町民及び町内事業者 SDGｓを理解し、活動に取り組む。
SDGｓへの理解を深めるために研修等を行い、活動に取り組む個
人や団体等を支援します。

3

4

ユネスコエコパーク推
進
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施
策
の
成
果
指
標

成果指標名 単位 区分 2021年度(R3) 2022年度(R4)

82.4 87.8 87.7

Ｂ SDGｓの認知度・理解度

Ａ
みなかみユネスコエコパークの認知度・理
解度

実績値 74.7 78.2 76.4 75.1

実績値

2023年度(R5) 2024年度(R6) 2025年度(R7) 2026年度(R8) 2027年度(R9)

89.0 90.0

％
実績値 41.7 52.6 81.2 83.7

目標値 90.0 87.0 88.0

目標値 － 50.0 55.0

89.0
％

実績値 85.7

82.3

87.0

72.0
Ｃ

省エネ・地球温暖化対策に取り組んでいる
町民の割合

％
目標値 － 78.0 80.0 80.0 82.5 85.0

目標値 － 2,400
Ａ 環境学習参加者数 人

実績値

目標値

目標値

Ａ SDGｓパートナー登録累積数 件
実績値 － －

－ 10 30

15

施策

Ａ
実績値

4

2021年度 2022年度

2,156

2026年度2023年度 2024年度 2025年度

2,729 2,756 2,403

区分

2,500 2,500

2027年度

40 45 50

2,500 2,500

2,297

24

目標値

基
本
事
業
の
成
果
指
標

B

B

B

B
実績値

目標値

Ａ

2

3
実績値

目標値

目標値

実績値

4

企画課

課長 小池　俊弘

ユネスコエコパーク推進

SDGｓ啓発・活動支援
実績値

目標値

実績値

目標値

12 自然環境の保全 主管課
名称

60.0 65.0 70.0

基本事業名 指標名 単位

1

Ｄ

成
果
指
標

　
　
の
達
成
状
況

Ａ 未達成
成
果
指
標

　
　
増
減
の
要
因

Ａ

目標値に近い高水準で高止まりの状況にある。登録後に開始した小学生向け環境学習の対象外だっ
た現在の20代の認知度が顕著に低いことや、里山整備などの保全活動に携わる町民の割合が低下し
ていることが主な要因と考えられる。

Ｂ 達　成 Ｂ

全国的な広がりに伴い認知度は目標を大きく上回る82.3％に達し、２年前から同水準を維持しているこ
とは町民に広く定着した証拠といえる。

Ｃ 未達成 Ｃ

SDGsへの移行や物価高での節約、気候変動への対応が優先されるなど、町民の意識が分散してい
る。また家電の自動省エネ化という技術進歩により日常的に環境を意識する機会が減ったことも一因と
推察される。

Ｄ Ｄ

基
本
事
業
　
取
り
組
み
状
況
・
増
減
の
分
析
・
課
題
・
取
り
組
み

取り組み状況 目標に対する増減の要因分析 現状の課題 課題解決に向けた今後の取り組み

1

ネイチャーポジティブ事業や
複数の民間企業との連携協
定締結により取組を推進し、
ユネスコスクールへの登録も
完了。木育関連施設の整備
も進めている。

主に児童・生徒向けエコツ
アー等の参加を推進したが、
少子化の影響と受入態勢の
限界により減少した。外部連
携の成果が町民側へまだ届
ききっていないことが数値に
影響した。

活動拡大に応じた現場の受
入態勢強化が急務である。
また、民間連携などの先進
的な成果が町民に波及して
いないため、登録10周年を
迎えるにあたっての住民参
画が課題である。

登録10周年に向け、おもちゃ美術館等の開館、
自然共生サイト登録、管理運営計画策定を進め
る。これに伴う活動拡大に対応するため、現場の
受入態勢を強化する。さらに、民間企業との連
携による先進的な成果を地域に還元し、ブランド
確立と町民への広報・住民参画を強化する。

2

「みなかみ町SDGs未来都市計画」
を羅針盤とし、観光や農林業が連
動した持続可能なまちづくりを推進
した。その実施にあたり、民間事業
者等を対象としたSDGsパートナー
登録数は累計24件に増加した。

普及活動により、内訳として地
元事業者の登録が増えた点は
良い傾向である。一方で、ブー
ムの落ち着きや実践プランの提
示不足が、町民個人の行動変
容への足踏みを招く要因となっ
た。

言葉の流行が去りつつあることは
普及が進んだ裏返しでもあるが、
それを実際の行動へ結びつけられ
ていない。また、事業者側にとって
もパートナー登録による具体的な
恩恵が見えないことが課題である。

登録事業者間の横の連携を促す仕組
みの構築を検討する。民間単体では難
しい体験型学習の機会を官民協働で提
供するとともに、インセンティブ設計を通
じて登録の恩恵を可視化し、一過性に
終わらない行動変容を促していく。

3

4
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12．自然環境の保全

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

4047 3,772
事業
期間

会
計

1 款 2

利用者の満足度や収益性を高めるため、施設の
管理運営方法や商品の販売手法を常に見直す
必要がある。また、拠点の魅力を高め、リピー
ターを獲得するための、より魅力的で独自性のあ
る新商品開発が課題である。

地域連携をさらに強め、広葉樹資源を活かし
た商品開発と施設の魅力向上を進める。加
工製造を担う専門人材を発掘・育成しつつ、
現在整備を進めている「木工房」への機能移
転を視野に入れた体制再編を検討する。

令和　６年度 令和　７年度
組織名 企画

項 1 目 7

単位
課 地域創生

継続事業

事業実績
みなかみユネスコエコパーク（BR）の発信拠点
「森の恵みと学びの家」の管理運営を行う。施設
ではカスタネット作りや木工体験などのプログラ
ムを提供し、来訪者へ向けたBRの普及啓発と魅
力発信を図る。

「たくみの里」や「町広葉樹産業化プロジェク
ト」と連携した。自伐型林業で搬出された広葉
樹材を活用し、地元の資源を加工・販売する
六次産業化に向けた課題の洗い出しと、具
体的な解決プロセスの検討を進めた。

円事務事業 000008 森の恵と学びの家管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 910,580

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

来場者数

係

人

6 4
事業
期間

会
計

1 款 2

木育を単なる体験イベントに留めず、子育てや教
育、林業、観光といった多様な分野が密接に連
携する仕組みづくりが必要である。また、それら
の活動を地域で持続的に担い、先導していく人材
の育成が求められている。

令和９年秋のオープンに向け、詳細な仕様を
決定しながら施設の改修を着実に進める。同
時に、各分野が繋がる連携体制の構築や、
施設運営・木育推進の核となる地域人材の
育成を一体的に進め、持続可能な活動を目
指す。

令和　６年度 令和　７年度

令和 8 6 19

項 1 目 7

単位
課 地域創生

継続事業

事業実績
木育を通してユネスコエコパークの理念である
「自然と人間社会の共生」に向けたまちづくりを推
進する。町民や子どもたちが日常的に木と触れ
合う機会を創出し、木の温もりや文化への理解を
深める事業である。

多分野が連携する拠点づくりとして、「おも
ちゃ美術館」および「木工房」の設置を計画し
た。本年度はオープンに向けて施設の具体
的な仕様を固めるための実施設計を行い、
事業の本格化に向けた基盤を整えた。

円事務事業 000007 木育推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 43,345,392

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

木育イベント実施回数

係

回

86 85
事業
期間

会
計

1 款 2

地域住民や企業におけるエコパークの認知度が
未だ十分ではなく、保全と利活用の双方向の取り
組みが広がっていない。また、次世代を担う若者
の主体的な参画や、持続可能な活動体制の構築
が急務となっている。

定期報告書の提出に向けて作成を着実に進
める。同時に、ユース世代の参画を促す啓発
活動を継続し、若い力を取り込んだ持続可能
な活動体制を確立するとともに、企業や地域
との連携施策をさらに深化させる。

令和　６年度 令和　７年度 単位
課 地域創生

継続事業

事業実績
ユネスコエコパークの理念である「自然と人間社
会の共生」に向けたまちづくりを推進する。具体
的には、推進計画の策定や町民への普及啓発
活動、ネットワークの構築など、事業全体の運
営・管理を担っている。

環境教育やイベント、HP発信を強化した。国
内ネットワークと連携して情報発信に努めた
結果、ネイチャーポジティブ自治体認証の取
得や企業連携に繋がり、知名度向上と多様
な主体による協働が進展した。

円事務事業 000006 ユネスコエコパーク推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 5,435,559

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

調査・保全活動件数

係

件

名

令和 8 6 19

項 1 目 6 11 9
事業
期間

会
計

1 款 2

町民や事業者がSDGsの理念を「自分事」として
捉え、自発的に行動する意識の醸成が遅れてい
る。特に、個人レベルに留まらず、多様な企業や
団体による具体的な取り組みをいかに推進して
いくかが大きな課題である。

今後はパートナー制度の登録事業者をさらに
拡充し、組織間の横の連携を強化する。各事
業者の活動規模を拡大させるとともに、先進
事例の共有等を通じて地域一丸となった持続
可能な取り組みをさらに深化させる。

令和　６年度 令和　７年度 単位
課 地域創生

継続事業

事業実績
SDGs未来都市計画に基づき持続可能なまちづく
りを推進する。計画の進捗管理や施策の総合調
整を担う。さらに町民や事業者への周知活動を
展開し、地域全体でSDGsを達成するための機運
醸成を図る事業である。

民間主導の動きを加速するため、パートナー
制度の第3期募集を実施した。その結果、新
たに9つの事業者が登録に至り、地域の多様
な主体が主体的にSDGsへ参画する基盤と協
力体制を強化することができた。（

円事務事業 000005 SDGs未来都市事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 807,870

基本事業 02 SDGｓ啓発・活動支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

SDGs啓発活動参加者数（パートナー
制度登録者）

係組織名

令和 8 6 19

令和 8 6 19

項 1

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全

企画

組織名 企画

組織名 企画

目 7
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12．自然環境の保全

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

項 1 目 11

12 自然環境の保全

ｔ－Ｃｏ
２

3,030 2,704

令和　６年度 令和　７年度

事業
期間

会
計

1 款 2

日本は、2050年にカーボンニュートラル、2030年
に基準年比（2013年）46％削減していくことを宣
言しました。この目標に対して、庁舎一体となった
削減対策が必須となってきます。

第４次実行計画を策定し、計画に沿ってCo２
削減に向けて取り組む。

継続事業

事務事業 000001 庁内エコ活動推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 15,600

基本事業 02 SDGｓ啓発・活動支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

Ｃｏ２換算温室効果ガス排出量

係
単位

課 企画調整

事業実績

平成22年改正省エネルギー法の施行により、エネルギーの原油換算使用量
が1,500kl以上の事業者を特定事業者に指定し、削減のための中長期計画の
策定・定期報告書の提出が義務づけられました。地球温暖化対策法では、温
暖化対策の実行計画の策定が義務づけられ、温室効果ガスの削減に努める
こととされています。町は、平成22年10月に省エネルギー法による指定事業者
に指定され、エネルギー使用量を把握し定期報告書により国への報告が義務
化されました。平成21年12月には地球温暖化対策法に基づく「みなかみ町地
球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定し、事業にあたっています。

第３次実行計画に沿って、毎年0.5％のCo2排
出量削減に向け取り組んでいる。

また第3次実行計画が計画最終年を迎えるこ
とから、新たに第４次実行計画の策定に取り
組んでいる。

円

施
策
体
系

施策

件

令和 8 6 19 8 8 6

項 1 目 11 37 64
事業
期間

会
計

1 款 2

・太陽光発電設備について、国は平成26年度を
もって補助を終了、県も平成28年度より融資制度
に切り替わっている。町の制度も改正等を検討す
る必要がある。

2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｳｰﾄﾗﾙに伴うグリーン成長戦
略やぐんま５つのゼロ宣言等の整合性を図り
ながら補助事業を推進する。

令和　６年度 令和　７年度 単位

継続事業

26,485 22,349 kWh

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全
事業実績

平成22年４月みなかみ町住宅用省エネルギー設備設置
費補助金交付要綱を新たに施行し、住宅用太陽光発電
設備の設置に対して補助金を交付した。平成23年度から
は、太陽光発電設備の設置が難しい北部地域でも省エ
ネルギーの取り組みも助成できるよう、対象を太陽熱温
水設備や高効率給湯設備まで拡大して設置費の補助を
行っている。また、平成26年７月から高効率給湯設備の
機種を拡大している。

HPなどにより周知した。

事業費 3,199,000 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 SDGｓ啓発・活動支援

太陽光発電設備設置申請件数
・高効率給湯設備設置申請件数

企画調整 係

継続事業

施設設置から１０年以上経過し、細かい部分の修
繕が例年生じている。

今のところは発電機本体は問題なく使用でき
ているため、事業を継続する。

項 1 目 11

SDGｓ啓発・活動支援

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全
事業実績

年間発電量

課 企画調整 係
令和　６年度 令和　７年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

住宅省エネルギー設備設置費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

事業
期間

会
計

1 款 2

6 19

矢瀬親水公園内に設置されている小水力発電所
の管理。

７年度は問題なく稼働していた。

291,500 円事務事業 000003 小水力発電施設管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 02

令和 8

事務事業 000004

組織名 企画

組織名 企画

組織名 企画

令和 8 6 19

事務事業 000011 ネイチャーポジティブ推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 39,166,791 円

ユネスコエコパークの理念である「自然と人間社
会の共生」に基づき、町内の生物多様性の保全
と回復（ネイチャーポジティブ）を図る。豊かな自
然環境を守り育て、持続可能な地域社会を構築
するための事業である。

企業版ふるさと納税や民間資金を活用し、赤
谷プロジェクトの知見を得て人工林の自然林
転換やシカ対策を実践した。自然共生サイト
への登録が進んだほか、小学校等への木材
利活用による地域内循環モデルを構築した。

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全
事業実績

 生物多様性が劣化した人工林（町有
林）の伐採面積

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 企画 課 地域創生 係 これまでに生物多様性の調査は実施してきた
が、具体的な「回復」に向けた実践的取り組みに
は至っていなかった。現在は世界的な潮流に合
わせ、実効性のある保全・回復策を地域全体で
展開することが急務である。

今後はこれまでの先進的な取り組みをさらに
発展させ、地域材の利活用を軸とした地域課
題の解決に繋げていく。民間企業や多様な主
体との協働をさらに深化させ、経済と環境が
両立する持続可能な仕組みを確立する。

令和　６年度 令和　７年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 2 項 1 目 7 4.0 5.4 ha
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12．自然環境の保全

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

観光振興 係
ホタル情報（生態も含め）を発信し、保護するも
の、観光とするものがマナーを守り共存していくこ
と。
ホタル保護活動参加者（主にホタルを守る会）の
高齢化
ホタル保護担当職員の育成。
ホタル観賞地周辺の歩行者安全対策

関係課と歩行者安全対策の協議
ホタル保護に係る人材の育成

令和　６年度 令和　７年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4 項 1 目 5 799 871 人

事務事業 000003 ホタル保護事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 523,639 円
生活環境のバロメーター「ホタル」をはじめとする
水棲生物等の生息地の整備など、自然との共生
や環境保全を推進し、自然に親しむ機会の拡充
に努める。ホタルを守る会等と協力し、ホタル観
賞会や小学校でのホタル教室など環境教育を推
進する。さらに、観光資源として地域活性化につ
なげる。

ホタル観賞に係るメディアへの情報発信施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全
事業実績

ホタル教室・保護育成活動参加延べ
人数

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 観光商工 課

令和 8 6 19 8 7 13

人項 1 目 11 38,085 31,543
事業
期間

会
計

1 款 2

電気バスの持続的な運行、電気バスの維持管
理、自転車との接触事故防止

引き続き、関係機関と連携して、電気バスの
運行期間中、事故なく運行を行う。

令和　６年度 令和　７年度 単位
課 観光振興

継続事業

事業実績谷川岳一ノ倉道路の渋滞が予想される行楽シー
ズンについて交通規制を実施し、自然環境保全
を中心に、歩行者の安全確保や通行車輌の事故
防止を目的とします。

関係機関と連携し、事故防止の啓発活動を
実施した。

円事務事業 000001 谷川岳一ノ倉沢道路適正利用推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 10,619,165

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

道路利用者数

係

施
策
体
系

令和 8 6 19

令和 8 6 19

22,914 22,960
事業
期間

会
計

1 款 2

設置から１０年以上経過し、設備が老朽化したた
め、令和７年３月３１日で全設備が稼働停止と
なった。

残りの１箇所について、早急な稼働に向け検
討をする。

令和　６年度 令和　７年度
係

台項 1 目 11

単位
課 企画調整

継続事業

事業実績電気自動車急速充電器設備の管理（町内4カ所）
町内を訪れる観光客など電気自動車ユーザーに
環境に配慮した取り組みを町内外へアピールし、
排出されるCO2を削減します。

４箇所のうち道の駅３箇所の設備入れ替え工
事を行い稼働させた。

円事務事業 000002 環境対応車推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 7,944,575

基本事業 02 SDGｓ啓発・活動支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

急速充電器利用台数（累計）

組織名 観光商工

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全

組織名 企画

施策 12 自然環境の保全

令和 8 6 19

事務事業 000002 生物多様性保全活動推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 120,000 円

昆虫等の保護を推進する条例に基づき、自然環
境や昆虫保護の重点活動地域を指定して乱獲防
止を図る。また、地域の保護活動を支援すること
で、豊かな自然を次世代へ継承し、町の魅力向
上と環境保全を目指す事業である。

民間主導の優れた保全活動を公的に位置づ
けるため、町内の補助団体に対して国の「自
然共生サイト」認定に向けた申請支援を行っ
た。その結果、団体が管理する区域の価値
が認められ、登録へ向けた大きな進展をみ
た。

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全
事業実績

 昆虫等の保護を推進する条例に基
づく補助団体数

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 企画 課 地域創生 係  条例による乱獲規制や一部地域での保護活動
だけでは、町全体の生物多様性を包括的に網羅
し持続させるには限界がある。今後は民間や地
域主導による、より実効性の高い広範な保全区
域の確保と仕組み化が求められている。

今後は、町内で生物多様性の保全が客観
的・国際的に図られている区域（自然共生サ
イト）がさらに増加するよう、情報提供や申請
支援を強化する。多様な主体と連携し、地域
一体で保全区域の拡大と維持を図る。

令和　６年度 令和　７年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 2 項 1 目 11 4 4 団体
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12．自然環境の保全

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

回項 4 目 1 0 2
事業
期間

会
計

1 款 8

再生可能エネルギー発電設備に関する許可申請
が提出されたら、審議会を開催する。

－
令和　６年度 令和　７年度 単位

課 都市計画

継続事業

事務事業 000007 再生可能エネルギー発電設備設置審議会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 55,900

基本事業 02 SDGｓ啓発・活動支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

審議会開催回数

係組織名 地域整備

施
策
体
系

施策 12

8

課題なし。 －
令和　６年度 令和　７年度

事業実績再生可能エネルギー発電設備の適正な設置に関
する条例に基づき必要に応じて審議会を開催し、
適正な設置となるように審議会を運営する。

－

円

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
管理上の問題発生（対処）件数

係組織名

件

令和 8 6 19

項 3 目 1 0 0
事業
期間

会
計

1 款

款 7

インタープリターの養成及び登録制度の活用。
エコツーリズム推進協議会の独立。

インタープリター養成講座の実施。
登録のインタープリター向け研修会の実施。

令和　６年度

単位
課 都市計画

継続事業

事業実績
阿能川親水公園・須川川親水公園の維持管理事
業である。地元住民により管理している。

－

円事務事業 000009 親水公園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 123,016

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進

継続事業

事業実績平成２４年６月に国から認定を受けた谷川岳エコ
ツーリズム推進全体構想に基づき、谷川岳の自
然を守りながら地域活性化に資する取組を推進
するもの。

登録のインタープリター向けに研修会を実施
した。

円

地域整備

人

令和 8 6 19

項 2 目 1 1,140 1,298
事業
期間

会
計

1

事務事業 000005 谷川岳エコツーリズム推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 23,001,000

基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

谷川岳エコツアー参加者数

係組織名 観光商工
令和　７年度 単位

課 観光振興

令和 8 6 19

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全

自然環境の保全

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全

令和 8 6 19

事務事業 000010 環境ポスターコンクール事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 50,800 円

ユネスコエコパークやホタル保護等の環境学習
を通じて学んだ自然の素晴らしさを普及啓発す
る。町内の小中学生を対象に環境ポスターコン
クールを実施し、児童生徒の表現活動を通じた
環境意識の向上を図る事業である。

コンクールの前提となる意識を高めるため、
各小中学校で環境学習や学習発表会を実施
した。自然環境やエコパークへの理解を事前
に深めてから制作に臨む体制を整えた結果、
作品の質や環境に対する意識が向上した。

施
策
体
系

施策 12 自然環境の保全
事業実績

 応募数基本事業 01 ユネスコエコパーク推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 企画 課 地域創生 係 例年多くの作品応募があるものの、児童生徒に
よって環境問題への理解や意識の深まりにばら
つきが見られる。コンクールを単なる絵画制作で
終わらせず、環境教育としての実効性をいかに
高めるかが大きな課題である。

今後は日頃の環境教育カリキュラムとポス
ターコンクールをさらに密接に連動させて取り
組む。授業での学びを作品に表現する流れ
を定着させ、児童生徒一人ひとりの深い理解
と主体的な環境保全意識の定着を目指す。

令和　６年度 令和　７年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4 項 1 目 5 67 66 点

119



基
本
事
業

基本事業名 対象 意図 取り組み方針

1 町民
美しい景観の保全・形成の取り組
みを積極的に行う。

町民による美しい景観の保全・形成の取り組みを活発化させるため、支
援に努めます。

2 良好な景観の保全 町内全域 空き家を減少させる。 空き家解体補助制度の活用を促し、空き家の削減を図ります。

3
適正な土地利用の推
進

町内全域
土地利用や開発を適正に規制・誘
導する。

用途地域における区域や指定内容を見直し、土地の活用を促し
ます。

4

美しい景観づくりの
推進

１．施策の現状 ２．施策の課題

・地域の景観の保全や形成に向けて何らかの取り組みを行っている町民の割合
は、5割強に留まっています。
・町内の空き家が年々増加し、美しい景観を阻害しています。
・上毛高原駅周辺の土地利用規制の再編が必要です。また、用途地域における
建築制限の基準緩和を求める要望書が提出されています。
・平成20年12月以降、用途地域の見直しが行われていないため、現状にふさわ
しい良好な土地利用が促進されていません。
・用途地域内は積極的に市街化が行われるべきですが、２ha以上の一団の土地
である低・未利用地が4ヶ所存在しています。

・景観審議会において、町民が景観づくりに関心を持てる仕組みづくりや、良好な景観形成を
推進するための方策を検討する必要があります。
・景観形成重点地区における良好な景観形成を促進させるための仕組みを創設する必要があ
ります。
・今後、空き家の解体費用に石綿調査費が加算され、解体費が増加する可能性があるため、補
助内容の改正が必要です。
・上毛高原駅周辺の土地利用規制の再編に取り組む必要があります。また、用途地域における
区域や指定内容の見直しも検討が必要です。
・用途地域内の低・未利用地の利用促進方策の検討が必要です。また開発については、開発
事業指導要綱及び再生可能エネルギー発電設備の適正な設置に関する条例に基づいた規制
等を行い、無秩序な開発を抑制する必要があります。

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・景観計画・景観条例を遵守し、それぞれの地域に見合った景観づくりに取り組
む。
・花植えや清掃作業など、身近な景観づくりに地域ぐるみで積極的に取り組む。
・空き家の所有者等は、周辺環境に悪影響を及ぼさないよう、適正な管理を行
う。
・都市計画、開発等に関する各種規制を遵守する。

・良好な景観形成について、町民の理解を深めるとともに、地域の景観づく
りの取り組みを支援する。
・景観条例による届出案件を審査指導するとともに、届出されているか監視
する。
・景観に配慮した公共施設の整備に努める。
・適切に管理されていない空き家所有者に対し、助言指導等を行うととも
に、ニーズに合わせた空き家解体補助制度を検討する。
・開発事業指導要綱及び再生可能エネルギー発電設備の適正な設置に関
する条例に基づき必要な規制等を行い、無秩序な開発を抑制し、適正な指
導や許可を行う。

3．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化する？ ４．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？
・人口減少や高齢化が加速していく中で、地域活動の継続が困難となる地域が発生する可能性があ
る。
・過疎化・高齢化の進行に比例し、空き家が年々増加する可能性があり、町民生活に悪影響を及ぼ
す危険空き家が発生する可能性があるため、対策が必要となる。
・土地や建物など不動産の所有者が死亡したときに、相続人に名義を変更する手続きである相続登
記の義務化が令和6年4月1日から施行され、義務違反した場合は過料が科される。また、相続土地
国庫帰属制度が創設され、相続等によって土地の所有権を取得した者が、法務大臣の承認を受け
て、その土地の所有権を手放して、国庫に帰属させることができるようになった。
・上毛高原駅の駅名変更の動きに関連し、新たなまちづくりに取り組む必要がある。
・再生可能エネルギー発電設備の適正な設置に関する条例が議員発議で制定されたことにより、乱
開発等が抑制される。

・町内の廃墟を撤去することで町全体が明るくなると思う。
・空き家問題について対策してほしい。
・都市計画区域内の用途地域についての見直しの要望がある。
・町議会から大規模な太陽光発電設備の設置を規制する必要があるとの声
があり、設置を規制する条例が議員発議により制定され、令和4年6月7日に
施行された。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

・町民による美しい景観の保全・形成の取り組みを活発化させるため、補助制度の創設や景観形成を推進するための仕組みを構築する。 

1 日施策マネジメントシート（2025年度の振り返り、総括） 作成日 2026 年 8 月

基本
目標

Ⅱ 豊かな自然と共生するまち

・土地利用や開発を適正に規制・誘導することにより、土地取引の流動化を図ります。

・空き家解体補助制度の補助内容の見直しや制度の周知・活用促進を図ることで、空き家の解体を促進し、美しい景観の形成を推進する。

・用途地域における区域や指定内容の見直しを検討し、土地の流動化を推進する。

・用途地域内の低・未利用地の利用促進方策を検討し、宅地化を推進する。

基
本
事
業
の

考
え
方

課長 湯本　昌宏

担当係 都市計画係

目的と
基本方針

美しい景観づくりを推進する

・美しい景観の保全・形成の取り組みを支援します。 

・空き家解体補助制度の活用を促し、空き家を減らすことで、美しい景観の阻害要因を排除します。 

施策 13 調和のとれたまちなみの形成 主管課

名称 地域整備課

関係課
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基
本
事
業
　
取
り
組
み
状
況
・
増
減
の
分
析
・
課
題
・
取
り
組
み

取り組み状況 目標に対する増減の要因分析 現状の課題 課題解決に向けた今後の取り組み

1

街なみ環境整備事業２地区
（谷川区／湯原・水上駅周辺
地区）の実施。

取り組んだ街並み環境整備事
業は２地区に限られているた
め、実績の数値を上げるほどで
はなかった。
また、高齢化により、活動できる
作業者の減少も想定される。

景観に関する意識が地域に
より温度差がある。

街なみ環境整備事業の取り組みを広く周知
し、景観に対する町民全体の意識の向上を
図る。

2

空き家解体補助金の町報掲
載による周知。

管理者の空き家に対する意
識の向上がみられ、補助の
活用が増加したものと思われ
る。

人口減少や高齢化の進行等
を背景として、空き家が年々
増加している。

空き家解体補助制度を広く周知し、補
助対象経費の拡充を検討、空き家所有
者等の負担を軽減し空き家解体の促進
を図る。

3

用途地域見直しをするまで
に必要な手続きなどの条件
整理を行った。

少子高齢化などの影響で人
口は減少しており、用途地域
内の人口密度が横ばいか
ら、やや減少傾向にある。

用途地域の要否や、建築制
限の基準の見直しが求めら
れている。

都市計画道路真政悪戸線の整備に関
連し、地域の意見等も聞きながら、引き
続き用途地域の見直しを検討する。

4

成
果
指
標

　
　
の
達
成
状
況

Ａ 達　成
成
果
指
標

　
　
増
減
の
要
因

Ａ

景観条例により規制は適正に行っている。空き家解体補助金の申請件数が増加しており、美しい景観
の保全・形成へ向けた取り組みを行う町民の意識の向上が要因と考えられる。

Ｂ 未達成 Ｂ

宅地利用率は前年度比で0.1ポイント増加し、人口減少傾向が続く中、新築住宅等により宅地利用が
進んだことが要因と考えられる。しかしながら目標値には、15.2ポイント下回っており成果指標の達成に
は至らなかった。

Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

23.4 23.523.1 23.2 23.3

24.9

美しい景観づくりの推進

良好な景観の保全

適正な土地利用の推進

実績値

目標値

実績値

目標値

13 調和のとれたまちなみの形成 主管課
名称

78.7 78.8 78.9

基本事業名 指標名 単位

1

Ｄ

地域整備課

課長 湯本　昌宏

24.6 24.1 23.6

2

3
実績値

目標値

目標値 19.6

実績値 23.1

30 32

目標値

基
本
事
業
の
成
果
指
標

B

B

B

B
実績値

目標値

Ａ
用途地域内の人口密度（1ha当た
り）

区分

55.4 55.5

2027年度

21 22 22

55.6 55.7

55.2

2023年度 2024年度 2025年度

57.3 51.3 55.7

施策

Ａ
実績値

4

2021年度 2022年度

43.6

2026年度

目標値

Ａ
空き家解体補助制度を活用した解
体棟数

棟
実績値 20 24

- 20 21

人

21

目標値 65.0 55.3
Ａ

日頃、美しい景観の保全・形成へ向け
た取り組みを行っている町民の割合 ％

実績値

目標値

Ｃ
目標値

％
実績値 78.3 78.3 78.3 63.4

目標値 - 72.8 73.0

目標値 81.1 78.5 78.6

73.2
％

実績値 72.4

63.5

76.7

2023年度(R5) 2024年度(R6) 2025年度(R7) 2026年度(R8) 2027年度(R9)

73.4 73.6
施
策
の
成
果
指
標

成果指標名 単位 区分 2021年度(R3) 2022年度(R4)

77.3 72.1 75.7

Ｂ
都市計画税課税区域で宅地等として利用さ
れている面積の割合

Ａ
自分の住む地域が美しい景観であると感じ
ている町民の割合

実績値

実績値
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13．調和のとれたまちなみの形成

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

回項 4 目 1 0 0
事業
期間

会
計

1 款 8

課題なし。 －
令和　６年度 令和　７年度 単位

課 都市計画

継続事業

事業実績都市計画法第77条の2第1項の規定に基づき、み
なかみ町都市計画審議会を設置し、円滑な運営
を行う。

－

円事務事業 000005 都市計画審議会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 4,620

基本事業 03 適正な土地利用の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

審議会の開催回数

係

令和 8 6 19

ｋ㎡項 1 目 6 0.58 0.58

境界の立会が円滑に進められるように、国有
林については、林野庁森林管理署、長狭物
については、町地域整備課など関係機関と
の協議を実施した。

円

事業
期間

会
計

1 款 6

全地区完了するには数十年を要することから、土
地の境界を把握している所有者の高齢化等を勘
案し早期完了を目指す必要がある。

今後も林野庁森林管理署等の関係機関と協
議を行い、群馬県及び法務局の登記官と調
整を図り、遅延にならないように円滑な事務
執行に努める。

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000004 地籍調査事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 4,324,504

基本事業 03 適正な土地利用の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

実施面積

係
単位

課 農村整備

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成
事業実績国有林、公有水面を除く一筆ごとのすべての土

地について、所有者、地番、地目を調査し、その
境界及び面積を測量して地籍図と地籍簿を作成
する。

件

令和 8 6 19

項 1 目 7  5  0
事業
期間

会
計

1 款 2

旧一葉亭の解体工事における大型解体重機の
移動による影響とは判断できないが、既存ブロッ
ク塀が傾き、家主による是正工事が行われるた
め、当該工事費の一部を負担するもの。

今後、旧一葉亭が改修・新規開業をするため
隣接地権者とのトラブルを回避し、地域一体
となった温泉街の再生に取り組む必要があ
る。

令和　６年度 令和　７年度 単位

期間限定

0 21 回

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成
事業実績

旧一葉亭解体減築工事に関する付帯事業

解体工事の事前事後における家屋調査の結
果を幾度と説明をしてきたが、ブロック塀の傾
きは大型重機の移動による振動が原因として
理解を得られなかった。

事業費 1,551,000 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 美しい景観づくりの推進 資産譲渡物件数

適正な土地利用の促進

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成
事業実績

検討会、ワークショップの開催数

課 地域創生 係
令和　６年度 令和　７年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

継続事業

駅周辺における将来的なまちづくりの明確な方向
性を定め、基本計画を策定する必要がある。ま
た、地権者や行政、民間事業者など、多岐にわた
る利害関係者との合意形成や緊密な意見調整を
行うことが課題である。

アーバンデザインセンターを正式に設立し、
公・民・学の強みを活かした開発検討を加速
させる。「上毛高原駅周辺ミライビジョン」の草
案を公開し、多様な意見を取り入れながら、
実効性の高い計画を策定する。項 1 目 6

事業
期間

会
計

1 款 2

6 19

組織名 企画

開業後40年間目立った開発がなかった上毛高原
駅周辺を、みなかみユネスコエコパークの玄関口
にふさわしい空間へ刷新する。地域の魅力を高
め、交流・経済活動を活性化するためのまちづく
りを総合的に推進する。

公民学の連携による専門的なまちづくりの基
盤として「アーバンデザインセンターみなかみ
準備室」を設置した。組織体制や運営方針の
構築を進め、令和8年度からの本格的な取り
組みに向けた準備を完了した。

8,677,766 円事務事業 000003 上毛高原駅を核としたまちづくり推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 03

令和 8

事務事業 000004 産官学金連携による観光拠点整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

組織名 企画

組織名 農林

組織名 地域整備

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成

地域創生 係

継続事業
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13．調和のとれたまちなみの形成

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

件項 4 目 4 3 3
事業
期間

会
計

1 款 8

テニスコートの利用者がほとんどいないため、用
途変更が必要である。

駐車場のキャパを増やし、河川側野駐車と路
上駐車等の減少を図る。同時にゴミの放置問
題の解決方法を検討する。

令和　６年度

6 19

令和　７年度 単位
課 都市計画

事業実績都市公園（H12年8月告示、地区公園）に係る維
持管理事業である。指定管理者は、ゆびそ塾で
ある。

テニスコートの用途変更について検討を実
施。付近の駐車問題もあったことから駐車場
に変える案を採用。

円事務事業 000010 湯桧曽公園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 508,900

基本事業 03 適正な土地利用の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

管理上の問題発生（対処）件数

係組織名 地域整備

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成

件項 4 目 2 0 1
事業
期間

会
計

1 款 8

修景助成申請対象を地区と協議の上、国へ補助
金申請を行う必要がある。

対象建屋が一つでも改修されるよう、引き続
き粘り強く働きかけていく。

令和　６年度 令和　７年度 単位
課 都市計画

継続事業

令和 8

事業実績　地域の特性を活かした美しい街なみの形成と
良好な住環境の整備を図るために、地区住民等
の行う修景整備等に対し、予算の範囲内におい
て、補助金を交付する。

対象建屋の改修に向けて根気強く働きかけ
ているが進展がみられない。

円事務事業 000001 街なみ環境整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 995,000

基本事業 01 美しい景観づくりの推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

修景助成の申請件数

係組織名 地域整備

令和

3 3
事業
期間

会
計

1 款 8

課題なし。
全国街路事業促進協議会、群馬県街路事業
促進協議会、は令和７年度をもって脱退。群
馬県都市計画協会のみ継続。

令和　６年度 令和　７年度

8 6 19

項 4 目 1

単位
課 都市計画

継続事業

事業実績全国街路事業促進協議会、群馬県街路事業促
進協議会、群馬県都市計画協会へ負担金を納付
し、都市計画に係る情報を提供してもらい、事務
事業に活かす。

－

円事務事業 000007 都市計画総務費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 35,000

基本事業 03 適正な土地利用の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

負担金支払い件数

係

件

回

令和 8 6 19

項 4 目 1 2 2
事業
期間

会
計

1 款 8

課題なし。 －
令和　６年度 令和　７年度 単位

課 都市計画

継続事業

事業実績
都市計画協会が主催する講演会や研修会に出
席し、知識の向上を図る。

－

円事務事業 000006 都市計画協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 15,900

基本事業 03 適正な土地利用の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

講演会等の出席回数

係

施
策
体
系

令和 8 6 19

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成

継続事業

組織名 地域整備

組織名 地域整備

施策 13 調和のとれたまちなみの形成

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成
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13．調和のとれたまちなみの形成

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

件項 5 目 1 5 8
事業
期間

会
計

1 款 8

空き家が年々増加している。
今後についても、危険を伴う空き家の所有者
に適正管理を促す通知を出し、除却につなが
るよう務めていく。

令和　６年度 令和　７年度 単位
課 都市計画

継続事業

地域整備

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成
事業実績

空家等対策計画を作成し、空家等対策を推進す
る。

区からの申し出により、危険を伴う空き家の
所有者に適正管理を促す通知を出した。その
結果、R6年度に補助金を利用して除却を行っ
たのが１件、R7年度は成果無しだった。

円事務事業 000003 空家等対策推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 65,370

基本事業 02 良好な景観の保全
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

適正管理の依頼通知件数

係組織名

令和 8 6 19

項 5 目 1
事業
期間

会
計

1 款 8

空き家が年々増加している。

先日群馬県より、利根沼田地区で空家等管
理活用支援法人をうまく活用し、二次活用と
除却を効率よく進めていくのはどうかとの提
案があった。実現すれば民間との連携事業と
して良い事例になると思う。

6 19

単位
課 都市計画

継続事業

施策 13 調和のとれたまちなみの形成
事業実績

個人所有の空き家を解体する者に対して解体費
用の一部を補助する。解体経費の１／３を補助
し、上限額は旧耐震基準建物で３０万円、それ以
外は２０万円、住宅以外のその他建物の上限額
は旧耐震基準建物で１５万円、それ以外は１０万
円とする。

地域住民に空き家に関する知識を深めてもら
うにはどうしたら良いか、空き家に関して相談
出来る機会を作れないか等、群馬司法書士
会に相談した。その結果、R8年度に空き家に
関するセミナーと相談会を開催する事になっ
た。

円

件21 32

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000002 空き家解体補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 6,884,000

基本事業 02 良好な景観の保全
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

補助金交付件数

係組織名 地域整備

施
策
体
系

回項 4 目 4 0 0
事業
期間

会
計

1 款 8

課題なし。 －
令和　６年度 令和　７年度 単位

課 都市計画

継続事業

令和 8

事業実績公園緑地に携わる全国の地方自治体等を対象と
したパークマネジメントや遊具の日常点検講習会
等に参加する。

－

円事務事業 000008 日本公園緑地協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 13,000

基本事業 03 適正な土地利用の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

講習会等の出席回数

係組織名 地域整備

件

令和 8 6 19

項 4 目 4 4 5
事業
期間

会
計

1 款 8

公園内のトイレや遊具など施設が老朽化してい
るため、修繕等の対応が必要となる。

令和　６年度 令和　７年度 単位
課 都市計画

継続事業

事業実績都市公園（H10年10月告示、特殊公園）に係る維
持管理事業である。草刈り等の維持管理は、月
夜野はーべすとへ委託している。

円事務事業 000002 矢瀬親水公園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 16,845,058

基本事業 03 適正な土地利用の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

管理上の問題発生（対処）件数

係組織名

令和 8 6 19

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成

地域整備
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13．調和のとれたまちなみの形成

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

地域創生 係 町内に点在する空き家の増加は、景観や治安の
悪化を招く懸念がある。これらを単に放置せず、
地域の資源として捉え直し、文化的施設や移住
定住用住宅などへ多角的に有効活用していくた
めの仕組み作りが課題である。

今後は本補助制度をさらに有効活用し、移住
定住を促進するための住宅としての空き家利
用を強力に後押しする。利用希望者と所有者
のマッチングを強化し、安全な住環境の確保
と地域経済の活性化を同時に進める。

令和　６年度 令和　７年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 8 項 5 目 1 0 0 軒

事務事業 000006 空き家再生等推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 0 円

空き家再生等推進事業補助金交付要綱に基づ
き、空き家の改修工事や利活用を支援する。地
域活性化、住環境の改善、住民の安全・安心な
暮らしの確保を図り、活力ある地域づくりを総合
的に推進する事業である。

新たな補助金交付要綱を策定し支援体制を
整備した。古民家を文化施設へ改修する事
業に対し、国庫補助金の確保や町補助金の
交付手続き等を行うことで、空き家を地域活
性化の拠点へ再生する具体例を創出した。

施
策
体
系

施策 13 調和のとれたまちなみの形成
事業実績

空き家物件のマッチング件数基本事業 01 美しい景観づくりの推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 企画 課

令和 8 6 19
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事業費 65,386,574 円

奥平温泉遊神の湯「遊神館」に指定管理者制度
導入し、農林業の振興、観光の健全な発展及び
住民の健康の保持並びに地域の活性化を図る。

施設の老朽化が著しく、特に空調設備はファ
ンコイル方式であるため各所で不具合が生
じ、冷房に関する苦情が多く設備の根本的な
見直しを行い、全てエアコンへの切り替え工
事を実施した。また、次年度以降、計画的に
施設の長寿命化に取り組むための計画を策
定して予算要求を行った。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

単位

人

④今後の方針・課題解決策

組織名 観光商工 課 商工振興

事務事業 000019 農村交流公園（遊神館）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

５８，９９８ ６６，２８２
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 2

係 最善な状態での施設提供と施設設置から３０年
を迎え施設の老朽化の対応が課題である。
また、電気代等の高騰により支出額が増加したこ
とから、収益がさらに悪化しており、経営戦略の
見直しが必要である。

令和6年度から指定管理者による管理運営と
なり入館者数が増加の傾向にある。施設設
置の目的及び施設を快適に利用していただく
ため施設改善や長寿命化に向けた取り組み
を行う。

令和　６年度 令和　７年度

入館者数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題

項 1 目 17

事業費 9,969,764 円

農地法などの法令に基づく審査等を行うと共に、
農地や担い手に関する具体的な活動を実施する
事業。

農業委員会の活動目標を掲げ、農家や担い
手の意見を収集・集約することで課題解決に
取組む。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

単位

回

④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農地利用

事務事業 000033 農業者年金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事務事業 000032 農業委員会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

12 12
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
農家の減少や高齢化が進む中、農地を貸したい
が相手が見つからない農地所有者が多い。後継
者の見込みがなく自作できない農地に担い手を
どのように確保し集積できるかが課題。

地域計画の策定に向けた協議の場の設置を
計画し、地域内での話し合いや聴き取りを行
う。農業委員会の活動目標の実現に取り組
む。担い手への集積・集約を進めたや耕作放
棄地の解消に取り組む。

令和　６年度 令和　７年度

農業委員会定例会開催件数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題

項 1 目 1

単位

人

加入者・受給者数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農地利用

事業費 72,930 円

独立行政法人農業者年金基金法に基づき創設さ
れた独立行政法人農業者年金基金から業務を
一部委託されている事業。

研修会開催、広報への掲載、担当委員の勧
誘等で加入推進へ取り組んだが新規加入は
無かった。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

249 210
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
農業者の老後生活の安定及び福祉の向上と、担
い手の確保を目的とする事業だが、新規加入者
数が低迷している。

新規加入者確保の目標を掲げ、詳細な制度
説明等を実施しながら農業者に安定した生
活を過ごしていただけるよう取り組む。

令和　６年度 令和　７年度

令和 8 6 19

事務事業 000034 農地情報管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

項 1 目 1

単位

戸

農地保有戸数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農地利用

項 1 目 1

事業費 3,971,000 円

①農家・法人等の情報管理②農地の権利状況管
理③農地転用の情報管理④荒廃農地調査に関
する情報管理⑤その他

データ管理の徹底やシステムの比較を行っ
た。
住民サービス、管理運用面、コスト面、その
他で結果には至っていない。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

4,874 4,232
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
農地情報の整理と充実化。管理運用面で農地情
報システムの統一化が必要（町・国　両システム
の効率的な運用が早急に必要）。

データ管理の一本化に取組み、住民サービ
ス、管理運用面、コスト面、その他の面で効
率を図る。

令和　６年度 令和　７年度
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000001 園芸用廃プラ適正処理推進協議会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

事業実績

単位

人

④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

8 6 19

単位

kg

回収した廃プラスチック類基本事業 01 有機農業の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

項 1 目 3

事業費 300,000 円

園芸用廃プラスチックの適正処理により農村環
境の保全を図る。JAを中心とする協議会に対し
処理費用の一部を助成する。法改正により一般
家庭から排出される廃プラも適切に処理する。

特になし施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

17,235 17,016
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
一般家庭からの廃プラスチックの排出も徐々に増
加しており、事業量の増大に比例し処理費（助成
金）の増加が見込まれる。

・ＪＡの回収に引き続き助成を行う。
・年々高騰する廃プラの処理費用を負担し続
けるのでは無く、今後は生分解性マルチの導
入に助成をするなど、環境保全に配慮された
取組への助成も検討していく。

令和　６年度 令和　７年度

- 71
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

会員募集案内や会費徴収等において事務手続
きなど指導を要する。

町内農産物の普及のため継続実施する。
令和　６年度 令和　７年度

会員数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題

項 1 目 3

事業費 0 円

JA利根沼田みなかみ支店青年部が中心となり、
町内の農産物・特産品を年4回、会員に対し発送
しPRに取り組む。

補助金申請の流れについて資料提供。施
策
体
系

施策 16 農林業の振興

事務事業 000035 全国中山間地域振興対策協議会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

単位

回

総会・研修会参加回数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 20,000 円

全国中山間地域振興対策協議会及び関東支部
の総会及び研修会へ出席し中山間事業の継続
推進、事業の見識を深める事業

積極的に参加できるよう日程調整を行った。施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

4 4
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
中山間地域の活性化・交流促進は過疎化を食い
止める有効な手段と捉え、先進的な取組みなど
情報交換による継続的な取組みを必要とする。
ニーズにマッチした事業の選定が課題。

引き続き積極的な参加ができるよう検討す
る。

令和　６年度 令和　７年度

令和 8 6 19

項 1 目 2

事務事業 000014 まごころ便事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和

事務事業 000044 農業者等健康増進施設（体育館）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

款 6

係

農林課施設だったときの管理方法を継続してい
るため、社会体育施設と管理方法が異なる。

管理を委託する行政区との連絡を密に行う。
単位

人

利用人数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生涯学習 課 スポーツ振興

事業費 2,166,146 円

農林漁業者等の健康増進のための運動施設とし
て建設されたが、令和５年度から社会体育施設と
して移管された。

管理を委託する行政区との連絡を密に行う。施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 3 3524 2510
事業
期間

継続事業
会
計

1

令和　６年度 令和　７年度
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000041 地域農業再生協議会事業
① 事務事業の内容

項 1 目 3

8 6

令和 8 6 19

事業
期間

②事務事業の課題

継続事業
会
計

1 款 6

係

良質農産物の産地であることをアピールし、購買
意欲への結び付きを図る。

課 農政

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興

組織名 農林 課 農政

事務事業 000015 地域の農林水産物利用促進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業実績

項 1 目 3 － －

令和　６年度 令和　７年度

基本事業 03 経営基盤の強化

日

実習会等活動日数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 5,768,740 円

地域の農林産物利用促進を目的とした各種補助
金事務等。具体的には地産地消事業や農業団
体支援事業などがあげられる。

特になし施
策
体
系

施策 16 農林業の振興

事業費 95,178 円

役員会、総会、群馬県認定農業者連絡協議会全
体会議、利根沼田地域認定農業者協議会代表
者と県農政部長等との意見交換会、群馬県認定
農業者連絡協議会ぐんま゛いきいきファーマー゜
研修会、視察研修会、

特になし

単位

会議研修会回数（会議+研修）基本事業 03 経営基盤の強化

事務事業 000040 認定農業者支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

特になし

6 5
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし 事業継続
令和　６年度 令和　７年度

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林

事業実績

令和 8 6 19

項 1 目 3

単位

回

④今後の方針・課題解決策

事業費 1,241,534 円

経営所得安定対策制度を円滑に実施するため、
事業実施主体（地域農業再生協議会）が行う推
進活動及び要件確認等に必要な経費に対して補
助金を交付する。

水田一帯化台帳の整理。申請者個別の事務
支援。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

1,872 1,865
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
事業内容の変更が高頻度であり、利用可能な対
象者が減少する状況。
対象となる農地所有者の把握が困難。

事業内容の把握と農家支援を継続する。
令和　６年度 令和　７年度 単位

③課題解決のため取り組んだ事、その結果

人

経営所得安定対策制度加入者

事業費 2,400,000 円

県単の補助事業。スマート農業の導入や意欲あ
る担い手の育成、新規就農者・企業の確保、経
営多角化等へ支援する。

最低限は申請書類を準備できるよう、青色申
告や収入保険などを勧め、経営力ある農業
者の育成を支援する。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000042 農業経営力向上事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 19

1 1
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

国県の補助事業採択基準が厳しく、小規模農業
者が採択されない状況がある。

農業者の相談内容を聴取した上で課題解決
や代替え案を提示できるよう情報収集や国県
への相談をするなど支援を行う。

令和　６年度 令和　７年度 単位

件

群馬県農業経営力向上事業補助金
申請件数

基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

項 1 目 3
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

項 1 目 3

6

係

　事業の継続実施。

19

7 8

基本事業 02

令和

項 1 目 3

農林 課 農政

8 6 19 8

事業費 220,230 円

各養蚕製糸推進協議会が実施する、県産の繭・
生糸の生産量確保のための県単補助事業事務。

特になし施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000018 蚕糸業継承補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

1 1
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし 特になし
令和　６年度 令和　７年度 単位

団体

補助金交付団体数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

230,416 226,725
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000009 水紀行館管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 706,640

単位

人

客込み数

円

指定管理制度の導入に伴う協定書作成、協定締
結、協定に基づく修繕処理等の施設の維持管
理。

新型コロナウイルスの影響により収入、入込
客数減による施設管理運営について検討。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

令和　６年度 令和　７年度

事業費 3,385,774 円

地域の農林水産物利用した地産地消・6次産業
化の推進。

加工施設の新設に向けた検討。施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000016 地産地消推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6

3,180 3,386
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

事業内容の精査
地産地消推進委員会を中心に今後の事業の
検討

令和　６年度 令和　７年度 単位

千円

地産地消推進事業基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

項 1 目 3

事業費 1,397,000 円

事業実績

期間内での計画見直し・変更

 令和８年度は具体的な農振農用地の筆ごと
の指定、また新たに計画内への編入・除外作
業を行い、適切な農地保全を実現していく。

令和　６年度 令和　７年度 単位

事業
期間

期間限定
会
計

1 款 6 項 1 目 3 - - 式

組織名 農林 課 農地利用 係
耕作者の減少、高齢化、所有者の町外流出など
遊休農地が増加している中、耕作状況が有効で
将来継続的な耕作が見込める農地を中心に新た
な目標を示して行く必要がある。

事務事業 000025 農業振興地域整備計画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

 みなかみ農業振興地域整備計画は農振法に
よって策定され、策定後は５年毎に農業・農地利
用の現状を調査・分析を行い計画全体を総合的
に見直す法定手続き。令和９年３月までに見直し
作業を完了し、新たな計画を公告する必要があ
る。

見直し作業のボリュームから令和７年度は基
礎調査資料の作成作業を行い、本町におけ
る直近の農業政策や保全整備実績、耕作物
の統計的な数値をまとめた。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興

基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000002 持続可能な農業普及事業
① 事務事業の内容

単位

資源リサイクルセンター堆肥活用農
家数

基本事業 01 有機農業の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 9,004,266 円

農水省『みどりの食料システム戦略』に基づき、
有機農業をはじめとした環境に配慮した持続可
能な農業の普及を行う。

事務事業 000052 農業者収入保険加入促進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

件

款

事業費 74,905 円

農業者収入保険への加入促進のため、保険料の
一部を補助する。

青色申告のすすめ、収入保険説明会の実施
などを行っている。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 3 34 34
事業
期間

期間限定事業
会
計

1

収入保険加入者数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

令和　６年度 令和　７年度

人

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

－ －
事業
期間

継続事業
会
計

1

③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

36

係
有機農業への転換や減農薬・減化学肥料に取り
組むうえで慣行農家に生産面・経済面のリスクが
生じる可能性がある。

項 1 目

単位

ha

対象農用地面積基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

款 6

係

青色申告者が加入できるものであり、前年度から
の準備期間が必要となる。

収入保険事業、補助事業を周知し農業者自
身が多様化するリスク管理を意識した農業経
営を行ってもらう。

令和　６年度 令和　７年度

事業費 37,343,489 円

中山間地域では後継者不足・高齢化等の問題が
あり、耕作放棄地の解消や担い手育成に取り組
むため農業基盤の維持、多面的機能を確保する
ため交付金を交付する。本事業は、平成12度より
実施され、令和2年度より第5期目となる。

特になし施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 3

事務事業 000037 農業近代化資金等利子補給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

6 2
事業
期間

継続事業
会
計

1

259 245
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし ５期対策として継続実施する。
令和　６年度 令和　７年度

借り入れ件数(総数)基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農地利用

事業費 580,486 円

認定農業者等の担い手農業者が機械の更新等
で、金利優遇される県の制度資金（農業近代化・
総合農政推進等）を利用した際、金融機関に金
利分の補助を県と町で行う。

特になし施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

令和　６年度 令和　７年度 単位

件項 1 目 3款 6

係

申請者数の予測が困難。 特になし

事務事業 000036 日本型直接支払事業
① 事務事業の内容
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000002 産地形成促進施設（月夜野はーべすと）管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

事業費 5,821,100 円

指定管理制度の導入に伴う協定書作成、協定締
結、協定に基づく修繕処理等の施設の維持管
理。

新型コロナウイルスの影響により収入、入込
客数減による施設管理運営について検討。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 3 66,903 65,708
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

単位

人

入り込み客数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

6

係

　事業の継続実施。
新型コロナウイルス対策の徹底。
施設のPRと施設利用者のニーズに応じた品
揃え等を検証する。

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000045 月夜野農村環境改善センター管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

利用者数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 5,308,092 円

月夜野農村環境改善センターの維持管理、及び
施設利用申請書の受理、使用許可書発行、使用
料収納等。

新型コロナウイルスの影響により利用者数減
による施設管理運営について検討。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

6

係

課題なし
新型コロナウイルス対策の徹底。

令和　６年度 令和　７年度 単位

人項 1 目 3 1,886 1,181
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事業費 884,994 円

新治農村環境改善センターの維持管理、及び施
設利用申請書の受理、使用許可書発行、使用料
収納等。

関係機関との調整。施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000046 新治農村環境改善センター管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

係

吊り天井があるため、施設の改修工事が必要。 関係課と話し合いを行う。
令和　６年度 令和　７年度 単位

人

利用者数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

項 1 目 3 544 579
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

円

農地中間管理機構等を活用した担い手への集
積・集約を促進する。新規の集積には奨励金を
交付し、認定農業者の確保、優良農地の効率的
利用、耕作放棄地化の解消を促進する。

地域の担い手に農地中間管理機構を活用し
た権利設定を推進し、集約・集積化を図っ
た。
荒廃農地の再生事業に取り組み担い手への
集約を行った。
粗放的農業を実施し担い手へ集約できるよう
仕組み作りに取り組んだ。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000039 農地利用集積促進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

10 9
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

高齢化や後継者不足による、生産力の低下と耕
作放棄地化が課題。

農地の再生や粗放的農業の推進に取り組
み、地域の話し合い等で遊休農地の発生を
防ぐ。新規担い手の確保策を検討し、集約・
集積の促進を図る。

令和　６年度 令和　７年度 単位

人

農地中間管理機構を活用し農地に新
規の利用権設定を行った認定農業者

基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農地利用

事業費 6,096,208

項 1 目 3
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

000003 交流促進センター（太助の郷）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

人

入り込み客数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 3,992,000 円

施設の指定管理に伴い、指定管理制度に基づく
協定締結並びに指定管理料の支出、施設敷地賃
貸借契約に基づく賃貸借料の支出事務。

新型コロナウイルスの影響により収入、入込
客数減による施設管理運営について検討。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業

項 1 目 3 9,920 9,960
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
前年も運営委員会を開催したいとの意見はあっ
たが、結局やらずじまいだった等、他の直売所と
くらべると今ひとつモチベーションが低く感じる。

新型コロナウイルス対策の徹底。
施設のPRと施設利用者のニーズに応じた品
揃え等を検証する。

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000005 農林漁業体験実習館（豊楽館）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

入り込み客数
（豊楽館、香りの家、福寿茶屋）

基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 22,584,000 円

指定管理制度の導入に伴う協定書作成、協定締
結、協定に基づく修繕処理等の施設の維持管
理。

新型コロナウイルスの影響により収入、入込
客数減による施設管理運営について検討。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

6

係

課題なし
新型コロナウイルス対策の徹底。
施設のPRと施設利用者のニーズに応じた品
揃え等を検証する。

令和　６年度 令和　７年度 単位

人項 1 目 3 358,960 325,000
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事業費 9,036,372 円

指定管理制度の導入に伴う協定書作成、協定締
結、協定に基づく修繕処理等の施設の維持管
理。

新型コロナウイルスの影響により収入、入込
客数減による施設管理運営について検討。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000004 フルーツ公園（桃李館）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

22,236 22,300
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

　事業の継続実施。
新型コロナウイルス対策の徹底。
施設のPRと施設利用者のニーズに応じた品
揃え等を検証する。

令和　６年度 令和　７年度 単位

人

利用者数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

項 1 目 3

6 19

芝は地元で維持管理を行っているが、遊具
（鉄棒、ブランコ）、四阿、使用されていないト
イレがあるので、安全性を確認し、危険な状
態が確認されれば、撤去の検討も必要とな
る。

事業費 593,275 円

大穴農村公園の電気料、水道料の予算管理並
びに支出事務。

木製ベンチが腐食し危険で景観的に悪いた
め、撤去処分し、現状維持を保持した。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000010 大穴農村公園管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

－

令和　６年度 令和　７年度 単位

人

大穴地区農業従事者数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

－
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

現状維持の施設の存続。

項 1 目 3

係

令和 8
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000011 高日向農村公園管理事業
① 事務事業の内容

令和

事業費 11,837 円

高日向農村公園の電気料の予算管理並びに支
出事務。

ため池付近に付けている外灯について、地元
要望で当分の間、存続となったので、電気料
削減に配慮し、LEDに変更した。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 －

係

現状維持の施設の存続。 特記事項無し
令和　６年度 令和　７年度

事業費 21,198

8 6 19

単位

人

高日向地区農村従事者数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

円事務事業 000013 阿能川農村公園管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

－
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

－ －
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
地権者との協議が必要。
高齢者婦人センター・ディーサービスセンターとの
景観があり、そこを含めて、検討要。

町全体で事務事業の見直しを検討する必要
がある。

令和　６年度 令和　７年度 単位

人

地域の農業従事者基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

高齢者婦人センターの建設とともに、駐車場脇に
整備されたポケットパークのような公園。散策路
があり、周辺には季節の花が植えられている。

町民福祉課と事務事業の見直しが必要であ
ると感じるが、検討を行えていない。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

000012 平出農村公園管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

地域就農者数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

事業費 178,517 円

平出農村公園の修繕料、進入路の借地料及び
公衆トイレの電気・水道料の予算管理並びに支
出事務。草刈等維持管理作業。

観光商工課、上下水道課などと管理の一元
化の取り込みが必要であると感じるが、行え
ていない。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

令和　６年度 令和　７年度 単位

人項 1 目款 6

係

管理担当部署の一元化。
町全体で事務事業の見直しを検討する必要
がある。

3

項 1 目 3

③課題解決のため取り組んだ事、その結果

1 目 3

－ －
事業
期間

継続事業
会
計

1

事務事業

事業費 725,480 円

地域交流活動の拠点施設として平成5年度にデ
イサービスセンターと併設される形で整備された
もので、現在は社会福祉協議会による施設利用
がなされている。

町民福祉課と事務事業の見直しが必要であ
ると感じるが、検討を行えていない。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000047 高齢者婦人センター管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

係 農水省の補助事業であることが最大の課題と考
えている。国も、一定の期間を経過した施設につ
いては、利用計画の変更協議に柔軟な考え方を
示していると思われるため、関係機関と協議を重
ねていくことが重要。

町全体で事務事業の見直しを検討する必要
がある。

令和　６年度 令和　７年度 単位

人

利用者数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

項 1 目 3 1191 1118
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

千円

販売収入額基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 15,431,360 円

飲むヨーグルト工場施設用地賃借料の支払い
新型コロナウイルスの影響により収入、入込
客数減による施設管理運営について検討。施

策
体
系

施策

28,170 23,944
事業
期間

継続事業
会
計

令和　６年度 令和　７年度 単位

000008

16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 4 81 81
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000019 牧道維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

整備延長基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 220,000 円

草地や飼料畑に通じる道路（支線）の補修に必要
な資材支給を行う。

現地確認を行い、車両通行に支障があるな
ど緊急性の高い事案から着手している。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

6

係

利用者の減少に伴い、必要性が低下している。
緊急性、利用状況を鑑みて、優先順位の高
いところより着手する。

令和　６年度 令和　７年度

事業費 485,842 円

・法定伝染病の防疫対策業務を実施している利
根沼田地区家畜防疫推進協議会に対し、町負担
金の支払い。
・牛伝染性白血病の清浄化。

・防疫対策を効率的に行うため、防疫薬品等
を利根沼田自営防疫協議会が一括購入して
各生産者に配布している。
・牛白血病の清浄化に向けて、検査料金を補
助している。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000048 家畜防疫推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

ｍ

0 0
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
近年、家畜伝染病が多く発生しており、畜産業の
保護のため日常の防疫対策が必須となってい
る。

組織的な防疫対策を継続していく。
令和　６年度 令和　７年度 単位

件

家畜伝染病発生件数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

項 1 目 4

款 6

係

販路の確保、「塩ヨーグルト」を利用したメニュー
の開発

新型コロナウイルス対策の徹底。
施設のPRと施設利用者のニーズに応じた品
揃え等を検証する。

たくみの里ヨーグルト工房管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

項 1 目 41

事務事業

事務事業 000031 生産振興対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

ゲノミック検査実施頭数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 259,625 円

ゲノミック評価により早期にその能力を把握する
ことで、保留判定に資するとともに、繁殖雌牛の
効率的な改良を推進する。

畜産農家や畜産関係団体への周知を行い、
実施を促した。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

6

係
畜産物の産地として持続的に発展していくために
は、生産の低コスト化を推進するとともに、消費
者ニーズに対応した高品質で安全な畜産物の生
産を図ること

全国の畜産業界でもゲノミック評価への関心
は高く、群馬県は以前から取組を続けてい
た。市場取引で活用される事例もでている。

令和　６年度 令和　７年度 単位

頭項 1 目 4 63 62
事業
期間

継続事業
会
計

1 款
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

725,651 円

田園空間整備事業により藤原地区に整備された
遊山館の修繕料及び光熱水費、施設管理委託
費の予算管理並びに支出事務。

劣化した箇所の随時修繕を行った。
腐食した木柵を撤去して、ロープで代替えし、
また、案内表示板が傾き危険であるため、基
礎を修繕した。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000006 雲越家休憩施設遊山館管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

10 7
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

築後２０年が経過しており外壁や外構等が劣化し
始めたため、修繕が必要である。

今年度、管理委託料を増額し修繕可能な箇
所は、施設管理委託者に依頼したので、引き
続き、施設の適正な維持管理に努める。

令和　６年度 令和　７年度 単位

回

施設利用回数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

事業費

項 1 目 5

事業費 8,316,018 円

放牧場の維持管理運営
利根沼田地区の畜産関係団体と調整して、
牧草地の改善に取り組んだ。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000020 大峰牧場管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

8,076 8,283
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
牧草地や管理施設の更新が必要となって来てい
る。今後、維持管理費の拡大および改修費が必
要となる。

良質な牧草地を求める預託農家や家畜衛生
面を指導する利根沼家畜保健衛生課とともに
最良の運営方針を決めていく。

令和　６年度 令和　７年度 単位

頭

延べ預託放牧頭数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事務事業 000021 高畠牧場管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

項 1 目 4

人

地権者数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

事業費 410,441 円

高畠育成牧場用地の返還に向けた、植栽・除草
作業及び防災工事など

植栽、除草作業を行った施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 4 1 1
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

円

・家畜排泄物と食品残渣、脱水汚泥の受入
・発酵機等備品の修繕、管理
・堆肥製造、販売
・施設管理運営委託業務

食品残渣の搬入条件の見直し、水分調整材
の品質向上。機械等のメンテナンス。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000022 資源リサイクルセンター管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

戸

参加畜産家数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農政

項 1 目 4 2 2
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

攪拌装置等の老朽化による修繕費の増加
生産堆肥の品質

堆肥購入者の意識調査など行い、生産堆肥
の有効利用等を考える。

令和　６年度 令和　７年度

6

係

課題なし 現状維持
令和　６年度 令和　７年度

事業費 15,459,196

単位
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000007 集落水辺環境施設恋越公園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

事務事業 000018 土地改良総務費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

事業費 2,468,520 円

恋越公園の修繕料、光熱水費、消耗品費、施設
管理委託費の予算管理及び支払事務。また、釣
り体験に係る各種事務を行う。公園施設の維持
管理作業及び水道の開閉栓手続。

地元管理組合に今後の管理について相談し
たところ、意欲的に適正な管理遂行を再確認
できた。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 5 1340 1308
事業
期間

継続事業
会
計

1

農林 課 農村整備

款 6

係

持続的な管理体制。

当面のところ、地元管理組合で適正に管理さ
れているので心配はないが、管理者の高齢
化により管理が困難になった場合の対策を
考えいく必要がある。

令和　６年度 令和　７年度

業務

委託業務数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

204

単位

人

施設利用者数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

事業費 91,417,270 円

農業用施設等の機能維持のため、調査を行い設
計・積算委託並びに工事を実施する。

要望の趣旨を適切に把握し、より安価となる
工法の選定に努め、人件費及び資材費の高
騰に対応した。

施
策
体
系

施策 16

継続事業
会
計

1 款 6

係

持続的な農村整備事業に関する技術支援。
今後も適正な事務執行に努め、持続的に技
術支援を得る必要がある。

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000016 小規模農村整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

事業費 186,300 円

群馬県土地改良事業団体連合会に負担金を支
払い、団体の活動を通じて農業振興を図る。

農村整備事業の円滑な遂行のための技術習
得及び情報交換を行った。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 5 9 10
事業
期間

81
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
施設の経年劣化や災害の激甚化等の理由により
工事箇所の要望が増加している。
現場条件が悪く、実施が困難な箇所も要望として
多く上がっており、検討に苦慮している。

限られた予算と高騰する価格を踏まえ、より
多くの要望に対応出来るように努める。

令和　６年度 令和　７年度 単位

戸

受益戸数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

農林業の振興
事業実績

事務事業 000027 ため池整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

項 1 目 5

事業費 13,056,000 円

県営、県単事業の負担金の支払い及び地元調整
を行う。

防災重点農業用ため池についての各調査が
完了しているので、優先順位の高い、和見堤
ため池の改修工事を県単で着手し、権現た
め池の改修工事に向けて、県営で詳細設計
を実施した。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 5 2 2
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

単位

箇所

実施箇所基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

6

係

決壊の危険性が高い防災重点農業用ため池を
計画的に改修していく必要がある。

改修の優先順位の高いため池から、順次改
修を行っていく。

令和　６年度 令和　７年度
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000017 特用林産物生産活力アップ事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

件

補助事業件数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事業費 3,032,746 円

特用林産物の生産振興のため、生産施設につい
て補助する。
なお、現在、原木の購入は放射能汚染の影響に
より、原木購入補助は行っていない。

―施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 2 目 2 24 24
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

特になし ―
令和　６年度 令和　７年度

000015 農道・農業用水路維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

箇所

農業用施設維持管理修繕箇所基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

事業費 10,885,943 円

農業用施設等の軽微な修繕を実施。また、管理
者等が直営作業を実施する場合の重機借上及
び原材料を支給する。

限られた予算の中で、可能な限り先送りにな
らないよう、要望に対応した。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業

項 1 目 5 33 29
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
施設の老朽化や気象条件の悪化により修繕箇所
の要望が増加している。
資材費及び人件費が高騰している。

要望を放置した場合、増破や物価高騰により
１件当りの費用が増大する傾向にあるため、
可能な限り早期着手に努め、先送りとなる案
件を極力出さないようにする。

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000017 多面的機能支払交付金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

事業活動団体基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

事業費 14,879,363 円

地域共同で行う多面的機能を支える活動や地域
資源の質的向上を図る活動を支援するため、団
体より提出される実績報告書の内容確認及び訂
正・指導・交付金の支払い。

各組織のうち、事務が円滑に行われている団
体を参考に書面等の作成についてアドバイス
した。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

6

係

活動組織の役員が高齢化する中で、事務を行う
者（町との繋ぎ役）の負担軽減が必要である。

各団体の事業の実施について、適切に助言
していく。

令和　６年度 令和　７年度 単位

団体項 1 目 5 9 10
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事業費 27,559,000 円

基幹用排水路の長寿命化・機能保全のため、調
査を行い設計・積算委託並びに工事を実施する。

四ヶ村用水の老朽化が著しく、農繁期に漏水
が発生し、営農に支障が出ているため、早期
に更新が必要な区間の機能診断調査・機能
保全計画業務を実施し、2期計画の準備を
行った。1期計画の改修工事を継続的に実施
した。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000028 農業用用排水路長寿命化事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

208 12（60）
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係
整備後、数十年経過している施設が多いため、
機能保全計画に基づく計画的な改修が必要であ
る。

施設の定期的なモニタリングにより、必要に
応じ機能保全計画の見直しを行いながら老
朽度が高い箇所から順次改修工事を実施し
ていく。

令和　６年度 令和　７年度 単位

ｍ

整備・更新施設延長基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

項 1 目 5
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

組織名 農林 課 林業振興

令和　６年度 令和　７年度

人

加入者数基本事業 02 地域の農産物の利用促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事業費 60,000 円

平出の特用林産物加工施設の管理について、土
地の貸借契約および使用料の支払いと、商工会
との管理委託契約の締結

―施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 2 目 2 24 24
事業
期間

継続事業
会
計

1

事務事業

令和　７年度 単位

000001

令和 8 6 19

上津地内では、生活道としての林道に松の倒
木が多発しているため、樹種転換事業の導
入を勧めていく。

事業費 990,000 円

・森林病害虫駆除事業（県単奨励）
伐倒および燻蒸による松食い虫の駆除。5月末ま
でに実施する。
・保全松林周辺対策事業（県単）
道路側や公共施設付近の松食い虫被害末を伐
倒し、周辺への拡大を防ぐ。

上津地内の山林で被害が広がっているた
め、地元区長に樹種転換事業の導入を勧め
た。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000004 松くい虫駆除・防除事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

64.5 27.5
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

現在では被害広がりが深刻であり、優先順位を
つけて実施していかなければならない。

単位

立法
メート

ル

伐倒在積基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

11 9
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし ―
令和　６年度 令和　７年度 単位

団体

項 2 目 2

事業費 3,158,400 円

○森林組合や素生協が国・県の補助事業による
間伐を実施した際に、町からも補助金を出す。
○森林・山村多面的機能発揮対策交付金につい
て、町からも補助金を出す。

―施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000003 森林整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

事業主体数（森林組合＋多面的実施
者）

基本事業 04 担い手の育成・確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

農林 課 林業振興

事業費

項 2 目 2

款 6

係

課題なし ―

特用林産物加工施設管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

令和　６年度

項 2 目 2 2 1
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000001 利根川源流森林整備隊活動事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

04 担い手の育成・確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

100,000 円

　主な事業主体である利根沼田森林組合と協力
してボランティアや林業従事者からなる利根川源
流森林整備隊を組織し、山に親しんでもらい林業
の発展につなげる。

コロナウイルスの影響もあって、書面議決に
よる総会を実施して、新役員を決定した。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

・現在、理事長等役職が不在であり、組織を見直
す必要がある。

現在、収益活動を行っておらず、NPO組織を
見直す。

令和　６年度 令和　７年度 単位

回

活動回数基本事業

6

係
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000005 ナラ枯れ対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

本

民有林の伐倒木基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事業費 2,129,206 円

カシノナガキクイムシによるナラ枯れの防除・被
害木の伐倒等

ナラ枯れ対策として、県の指導の下、防除方
法、事業箇所の位置や設置期間を計画して、
おとり丸太及び粘着シートを設置した。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 2 目 2 0 0
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

奈女沢・小仁田へと被害が町北部から南下して
きている。

カシノナガキクイムシの実態が解明されてい
ないため、県の指導の下、有効な防除対策を
実施していく。

令和　６年度 令和　７年度

事業費 5,696,272 円

水道光熱費及び施設敷地国有林借り上げ料の
処理。

次年度予算の打合せにおいて、施設の解体
を検討することになった。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000014 大峰休養施設（見晴荘）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

0 0
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

　施設は休止しているため、解体へ向けて進めて
いく必要がある。

公共施設の担当者と現地確認を行い、施設
の廃止や解体を検討する。

令和　６年度 令和　７年度 単位

人

利用者数　休止中基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事務事業 000006 里地・里山保全整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

項 2 目 2

事業費 29,982,672 円

ぐんま緑の県民基金により、里山・平地林につい
て、地元で整備する場合については補助金によ
る支援を行い、地元で整備するのが困難な箇所
については、町が整備することにより、獣害の抑
制・通学路等の安全確保等を図る。

・事業の効果が目に見えて分かるため、要望
する地区の方は、積極的に地区の取り纏め
を行っている。
・地域住民が業者に委託することで課題が解
消されつつある。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 2 目 2 3.07/54.8 1.51/34.3
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

000008 自伐型林業推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

ha

整備面積・管理面積基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

単位

回・人

会議、研修会等の開催回数
・自伐型林業家数（従事者数）

基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

6

係
・不在地権者等、地権者と協定を結べるかがス
ムーズな事業着工の鍵である。
・２年目以降の地域住民による管理について、高
齢化により管理が困難になりつつある。

―
令和　６年度 令和　７年度

事業費 4,149,260 円

○自伐型林業研修の実施（自伐協との委託契
約・研修場所の選定及び地権者との交渉）
○自伐型林業を実施する際、多面的機能発揮対
策交付金の利用を希望する団体の対応

森林活用協議会を設立して、自伐団体の意
見を取り入れる体制ができた。協議会で課題
解決も図っていく。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業

項 2 目 2 21/115 21/113
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

「自伐林業」推進する上で、町民啓発と個人の技
術力向上が課題である。

協議会の事務は、町主体から民間主体に移
行する。

令和　６年度 令和　７年度

161



16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000030 森林情報整備運用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

森林管理システムの更新、保守の実
施回数

基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事業費 3,123,560 円

○林地台帳の整備と運用
○森林情報管理システムの運用

森林情報管理システムの情報量が多く、統合
型GISとの連携が難しいとの結果となった。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

6

係

○統合型GISと森林情報管理システムの連携を
今後進める

将来的に資源量調査を実施するが、どのよう
に情報を取り込むか検討を行う。

令和　６年度 令和　７年度 単位

回項 2 目 2 1 1
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事業費 2,355,000 円

町民等が薪ストーブ等を購入する経費に対して
補助金を交付するもの。

―施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000010 薪ストーブ等設置費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

17/3,095 13/2,355
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし ―
令和　６年度 令和　７年度 単位

件・千
円

補助金交付件数・補助金交付額基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事務事業 000012 森林活用推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

項 2 目 2

事業費 3,487,000 円

管理等の行き届いていない森林等の把握や活用
されていない森林の掘り起こし、新たな森林の活
用を喚起するマッチング等に向けた取り組みを実
施するもの

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 2 目 2 82.82 75.05
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

000009 森林環境保全事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

ha

森林整備面積基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

単位

箇所

実施箇所数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

6

係
森林所有者や森林の現況等の調査方法の検
討、森林のマッチングに向けた調査結果（情報）
の運用方法　等

森林環境譲与税を財源としての活用を検討
令和　６年度 令和　７年度

事業費 3,942,400 円

町内森林の整備をより一層推進し、森林環境の
保全を図るため、管理等の必要な森林の整備や
森林が有する多面的機能の発揮に資する事業を
実施するもの

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業

項 2 目 2 2 1
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

事業実施場所の選定や調整、森林所有者との合
意形成　等

森林環境譲与税を財源としての活用を検討
令和　６年度 令和　７年度
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000013 森林資源循環プロジェクト事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

森林活用協議会の木材流通搬出量基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事業費 319,000 円

森林資源の様々に活用する仕組みを構築し、地
域内で資源を循環させることで、木材等の流通を
促し、地域内経済の新たな循環や創出を図るも
の

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

6

係

拠点となる用地の確保、予算措置
木材集積拠点の運用に関する事項

R４年度以降は、地方創生推進交付金を活用
しての事業実施を計画

令和　６年度 令和　７年度 単位

立米項 2 目 2 187 135
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事業費 9,357,997 円

森林資源を有効活用した地域内経済の循環を推
進する。

－施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000011 広葉樹産業化プロジェクト事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

係

－
森林活用協議会を主体として、協力する企業
等を募り、森林資源の有効活用を検討してい
く。

令和　６年度 令和　７年度 単位

企業

連携企業数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

項 2 目 2

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

14 14
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

緑の少年団活動費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和

緑の少年団数基本事業 04 担い手の育成・確保

事業費 180,000 円

町内の各小学校に組織されている緑の少年団に
補助金を支払う。

―施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000002

事務事業 000004 森林整備担い手対策事業

8 6 19

団体

林業事業体基本事業 04

6 6
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし ―
令和　６年度 令和　７年度 単位

団体

項 2 目 2 7 7
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし ―
令和　６年度 令和　７年度

2

担い手の育成・確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事業費 1,938,000 円

町民が勤務する林業事業体の、勤務する町民に
対する厚生年金等の事業者負担金の一部を補
助

―施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

項 2 目
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16．農林業の振興

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000024 農林水産業施設災害復旧事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

箇所

復旧完了箇所数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 農村整備

事業費 30,547,000 円

豪雨等で被災した農地及び農業用施設の調査を
行い、設計・積算委託及び工事を実施し復旧す
る。

令和7年9月10〜11日までの豪雨により、農地及び農
業用施設に災害が発生し、農地法面の崩落や用水
路への土砂流入等被害があり、耕作に支障を来し、
早期の復旧対応が必要であったため、現地を精査
し、国の査定を受け、事業決定をいただいた後に工
事を発注し、適正な施工管理に努め工事を完了させ
た。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 1 目 1 2 12
事業
期間

期間限定事業
会
計

1 款 11

係

農地及び農業用施設が被災を受けると営農に支
障を来すため、早期の復旧対応が求められる。

農地等に被災が発生した際には、現地を精
査し群馬県と協議の上、復旧工事の早期完
成に努める。

令和　６年度 令和　７年度

項 2 目 2 20/7 20/7
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000002 治山事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

整備要望箇所数・整備着手箇所数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事業費 12,213,400 円

・地元の要望箇所を県と現地調査を実施し、県へ
の実施要望へ繋げる。
・事業実施に向け、県と地権者との調整を行う。

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する
特別措置法が施行された。しかし、土地の承
諾を得るまでの期間が短く、法の利用が使い
づらい。

施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

6

係

地権者へ連絡を取る際、不明者が多く承諾がとり
づらい。

―
令和　６年度 令和　７年度

事業費 1,819,951 円

・林道の維持管理に係る業務委託及び修繕を実
施する。施

策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

事務事業 000023 林道維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

単位

箇所

4 4
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし
令和　６年度 令和　７年度 単位

箇所

修繕箇所数基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事務事業 000029 林道整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

項 2 目 3

単位

ｍ

施工距離基本事業 03 経営基盤の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 農林 課 林業振興

事業費 17,864,000 円

・県単林道改良事業により林道の整備を実施す
る。

―施
策
体
系

施策 16 農林業の振興
事業実績

項 2 目 3 633.2 729.3
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 6

係

課題なし ―
令和　６年度 令和　７年度
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基
本
事
業

基本事業名 対象 意図 取り組み方針

1 町民、町外の人 町の魅力を知り住みたいと感じる。
移住コンシェルジュを活用した受入体制を充実し、ホームページで移住者体験談、住まいの案内や
補助金制度等を案内するとともに、支援制度の充実を図ります。東京での移住相談会のほか、web相
談会を積極的に実施します。

2 移住定住環境の整備 町民、町外の人 物件の選択肢を増やす。
空き家調査の成果を活用し、空き家バンクの登録件数を増やします。ま
た、需要の多い賃貸物件の空き家バンクへの登録を促します。

3 交流連携の強化 友好都市住民
交流人口を増やし信頼関係を深化
させる。

友好都市等で開催される各種イベントへ積極的に参加し、町の
観光情報や特産品の紹介、移住情報などの魅力を発信します。

4

町の魅力と情報の発
信

１．施策の現状 ２．施策の課題

・住民基本台帳による転入から転出を差し引いた社会増減数は令和元年度△
165人、令和2年度△121人、令和3年度△78人となっていいます。
・移住に関する相談件数はオンラインによる移住相談会の開催などにより、令和
元年度86件、令和2年度191件、令和3年度166件と年々増加しています。
・移住者数／移住世帯数については、令和元年度26人／15世帯、令和2年度50
人／18世帯、令和3年度64人／30世帯と推移しています。

・移住者、定住者のニーズに合った、賃貸住宅が不足しています。
・地域おこし協力隊員の任期満了後、如何に定住に結び付けられるかが課
題です。
・移住定住、起業支援をおこなう民間事業者と、連携する必要があります。
・新規移住検討者への情報発信や、相談体制の充実が課題です。

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・移住者に対して地域のルール（清掃活動や祭り、消防団など、地区の行事）を
理解・協力してもらう。
・事業者や町民が連携し、この町で暮らすメリット・デメリットを共有し移住希望者
へ伝え、サポートする。

・住宅不足を解消するための施策を検討する。
・移住支援策に関する情報を発信する。

3．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化する？ ４．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・新型コロナ感染症の感染拡大の影響もあり、社会生活や働き方が大きく変化
し、テレワークやワーケーションの実施が強く推奨され、コロナ収束後もこの流れ
が続くと思われる。
・地方移住も引き続き注目を集め、各自治体による移住者の争奪が激化すること
が予想される。
・「広く普く」ではなく、本町の価値や魅力を理解する人をターゲットとしてプロ
モーションすることで実効性の高い相談対応を行う必要がある。

・若者の転出を憂慮し、魅力ある雇用の場を確保して欲しいとの意見が多く
ある。
・「空き家の情報が少ない」、「若者や働き手が定住できる住環境の整備」、
「若者が住みたくなる魅力あるまちづくり」などの意見がある。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

・オンラインを活用した相談やウェビナー、現地を案内する移住アテンドなど民間事業者に完全移行し、継続的な支援体制の構築を図る。 

1 日施策マネジメントシート（2025年度の振り返り、総括） 作成日 2026 年 8 月

基本
目標

Ⅴ 地域をささえるひとづくり

・移住支援策や先輩移住者の体験談など、移住希望者に役立つ情報発信を推進します。

・移住者や若年層の転出を抑制するために賃貸物件、売買物件を増やすことが急務であり、民間の力を活かし、官民連携で実施する「定住促進住宅」の

　推進、既に使用されていない土地・建物を利活用する「空き家バンク」の推進を図る。

・官民が連携し、役割分担を明確にすることで、安定的で地域に根付く移住者を呼び込む。

基
本
事
業
の

考
え
方

観光商工課　観光振興係／地域整備課（用地・管理係、都市計画係）課長 小池　俊弘

担当係 企画調整係

目的と
基本方針

協働する移住者の獲得を目指す

・転入促進、転出抑制に必要な住宅不足解消のために、空き家バンク登録や新規民間不動産の参入を強化します。 

・移住検討者が地域に入りやすくなるよう住民とのマッチングを実施します。 

・オンラインを活用した移住相談を定期的に実施し、相談体制を強化します。 

・交流から関係人口へ、関係人口から移住、移住から定住への流れを作り出すよう努めます。

施策 22 移住定住の促進 主管課

名称 企画課

関係課
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基
本
事
業
　
取
り
組
み
状
況
・
増
減
の
分
析
・
課
題
・
取
り
組
み

取り組み状況 目標に対する増減の要因分析 現状の課題 課題解決に向けた今後の取り組み

1

町のホームページにて移住
関連補助金等の紹介、また、
移住支援委託先にて、メル
マガや専用サイトなど情報発
信をしている。さらに大手移
住情報サイトにて町のアピー
ルをしている。

２年連続、群馬県が移住先
希望ランキング１位（ふるさと
回帰支援センター調べ）に
なったことや、町の移住関連
サイトの随時更新によりアク
セス数が伸びたと思われる。

移住の情報源として民間の大手
移住関連サイトも定着しており、
差別化を図るため、町の関連サ
イトの充実と、こまめに新しい情
報へアップデートする必要があ
る。

町の最新情報を捉えながら、移住希望者の
ニーズとマッチしたコンテンツを発信してい
く。

2

空き屋バンクを管理運営し、
移住者等のニーズに対応し
ている。

現在、相続のタイミングなど
自然発生的な空き屋バンク
登録の相談がほとんどのた
め、年度によってバラツキが
でてしまい、７年度は減少と
なった。

移住者にとって、いきなり一軒
家の購入はハードルが高く、町
内の賃貸物件は常に埋まって
おり、ニーズを満たしていない。
また、Ｕターン者支援、若年人
口の流出抑制に向けた取組も
不足している。

賃貸物件の確保に向け、令和7年度後半に
整備した賃貸住宅建築及び活用補助金の
制度周知をする。また、空き家等管理活用
支援法人を立ち上げ、空き家に関する窓口
を一本化し、相談体制を強化する。さらに移
住定住支援対策補助等の見直し検討をす
る。

3

物産交流をはじめとする各
種イベント等において、パン
フレットの配布を通じた情報
発信を継続的に実施してい
る。

友好都市における交流イベ
ントが定着しつつあることに
伴い、本町に対する認知度
は高い水準で推移している。

国内友好都市交流が物産販売
中心に偏りがちであることが課
題である。海外友好都市とは物
産交流が展開できていないこと
が課題である。

町民を中心とした人的交流・産業連携・観
光・文化教育を横断的に組み合わせた継続
可能な取組として各友好都市との交流を再
構築する。

4

成
果
指
標

　
　
の
達
成
状
況

Ａ 未達成
成
果
指
標

　
　
増
減
の
要
因

Ａ

日本人は１１７人の社会減、外国人は５４人の社会増となっており、トータル６３人の社会減となった。外
国人労働者の転入が増えていると思われる。

Ｂ 未達成 Ｂ

役場への直接の相談件数が減ったため目標を下回ったが、移住サイト経由の相談や、移住専門窓口
への相談、問い合わせはコンスタントにある。

Ｃ 未達成 Ｃ

都会の物価高騰が著しく、田舎へ移住する人の数が増えている。令和７年度は、とくに子育て家庭の
新築による転入が４件あり、実績が伸びた。

Ｄ Ｄ

89.0 90.086.0 87.0 88.0

93.0

町の魅力と情報の発信

移住定住環境の整備

交流連携の強化

実績値

目標値

実績値

目標値

22 移住定住の促進 主管課
名称

140.0 150.0 160.0

基本事業名 指標名 単位

1

Ｄ

企画課

課長 小池　俊弘

85.0 86.6 97.5

2

3
実績値

目標値

目標値 80.0

実績値 89.0

19 16

目標値

基
本
事
業
の
成
果
指
標

B

B

B

B
実績値

目標値

Ａ
友好協定都市住民でみなかみ町
を知っている人の割合

区分

43,000 44,000

2027年度

30 35 40

45,000 46,000

33,400

2023年度 2024年度 2025年度

39,780 34,313 29,230

施策

Ａ
実績値

4

2021年度 2022年度

30,294

2026年度

目標値

Ａ 空き家バンク登録件数 件
実績値 17 11

- 20 25

％

21

目標値 50,000 42,000
Ａ

移住定住に関する町ホームページ
への延べアクセス件数

件
実績値

目標値

45/26
Ｃ 移住者数／移住世帯数

人/
世帯 目標値 115/50 46/23 47/23 48/24 49/24 50/25

件
実績値 166 173 220 170

目標値 436/550 460/540 470/530

目標値 100 120.0 130.0

480/520
人

実績値 489/573

107

725/788

2023年度(R5) 2024年度(R6) 2025年度(R7) 2026年度(R8) 2027年度(R9)

490/510 500/500
施
策
の
成
果
指
標

成果指標名 単位 区分 2021年度(R3) 2022年度(R4)

632/679 685/670 724/731

Ｂ 移住に関する相談件数

Ａ 転入者数／転出者数

実績値 64/30 46/24 16/8 21/15

実績値
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22．移住定住の促進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

組織名 企画

組織名 企画

組織名 企画

継続事業

係

8

継続事業

住環境を整備して移住者を呼び込み、町の自然
や魅力に触れあってもらうことで定住につなげ
る。古民家に限定して活用できる物件をホーム
ページ等でPRする。

移住相談セミナー等でのPR力を向上するた
めに、椅子カバーやテーブルクロスなど、装
飾品の作成を行った。また、正確な情報を移
住検討者に伝えられるように移住ガイドブック
も一部改訂を行った。

13,461,471 円事務事業 000001 移住機会創出事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 01

令和

事業
期間

会
計

1 款 2

6 19

組織名 企画

町の魅力と情報の発信

施
策
体
系

施策 22

③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

事務事業 000005 空き家等活用促進事業
① 事務事業の内容

事業実績

移住世帯数

課 企画調整 係
令和　６年度 令和　７年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

移住者を定住につなげるためには、どのような仕
組みをつくれば良いか。

そのためには、先進地の情報を数多く集め、参考
にしながら町の魅力を高める必要がある。

移住者は少しずつ増えている状況ではある
が、今までの定番となっている移住検討者へ
のアプローチではない、新しいアプローチを
開拓する必要があると考えます。

項 1 目 6

移住定住の促進

単位

継続事業

14 8 件

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進
事業実績

・町内に存する空き家等の有効利用を通して町民と町外居住者等の交流拡大
及び定住促進を図るため、空き家バンク制度を設置し空き家・空き地の情報を
広く公開するもの。公開は町のホームページに掲載し周知を図る。　・空き家
等の物件の取引は群馬県宅地建物取引業協会沼田支部等の協定を締結し
た団体に仲介を依頼する。　・物件の購入及び賃借を希望する場合はホーム
ページを閲覧し、興味のある物件の仲介をする空き家バンク制度に登録する
不動産業者に連絡する。　・物件を売却及び賃貸を希望する場合は該当物件
を空き家バンクに登録し情報を公開する。

物件登録数を増やすために、H27から事前調
査委託料を確保した。今後、活動量、町広報
での情報提供依頼を随時行う必要がある。

事業費 2,117,000 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 移住定住環境の整備 物件成約数

企画調整 係

件

令和 8 6 19

項 1 目 6 6 10
事業
期間

会
計

1 款 2

「空き家バンク登録物件新規開拓業務委託」を実
施。町内空き家所有者288件にアンケート送付、
内109件の現場確認、所有者電話ヒアリングを行
い空き家バンク物件登録促進、課題抽出を行っ
た。。

町内の空き家の状況を随時確認。利活用で
きる物、できない物で線引きが必要。さらに需
要のあるエリアを選定し、そのエリア内にある
空き家所有者に空き家利活用を促す。

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000002 地域おこし協力隊事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 44,914,510

基本事業 01 町の魅力と情報の発信
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

地域おこし協力隊隊員数 （４月１日現
在）

係
単位

課 企画調整

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進
事業実績

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移
動し、生活の拠点を移した者を、地方自治体が「地域おこ
し協力隊員」として委嘱。隊員は、一定期間、地域に居住
して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域
おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援
などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定
住・定着を図る取り組み。

より適切な制度運用をするために、常に最新
情報を収集するように心がけた。また、他市
町村の事例を把握するため、群馬県主催の
セミナーなど積極的に参加した。

円

人

令和 8 6 19

項 1 目 6 10 6
事業
期間

会
計

1 款 2

直ぐに成果が現れる事業ではないので、今後は
隊員数を増やし、様々なメニューでの活動を進め
ることが必要である。

みなかみ町で協力隊制度を運用し始めてか
ら約１０年が経過し、運用に関して全体的に
一度見直しをするべきだと考えています。地
域、協力隊員、行政が「三方よし」となれるよ
うに適切な運用を心がけたい。

令和　６年度 令和　７年度

単位
課 企画調整

継続事業

事業実績本町への移住を促進するため、移住者を対象と
して、通勤手当等でサポートされない部分の新幹
線通勤費の補助を行う。

移住者に対して、しっかり制度説明をするよう
に心がけた。

円事務事業 000006 新幹線通勤通学支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 3,942,000

基本事業 02 移住定住環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

補助金交付件数

件項 1 目 6
通勤13、通

学6
通勤16、通

学7
事業
期間

会
計

1 款 2

首都圏で生活をする若年層、子育て世代等に向
けて有効な事業周知を行う必要がある。事業の
説明だけではなく、本町に移住することで得られ
る新たなライフスタイルを伝えられるかが課題で
ある。

当町は土地柄、首都圏からの移住者が多い
ため、新幹線通勤が可能であることは大きな
アピールポイントです。これからも移住検討者
に対してのアピールを続けていきたい。

令和　６年度 令和　７年度
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22．移住定住の促進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

観光商工

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

組織名 観光商工

2

令和 8

組織名 企画

組織名 企画

施策 22 移住定住の促進

令和 8 6 19

事業
期間

会
計

1 款

令和 8 6 19

単位
課 地域創生

継続事業

事業実績
サテライトオフィスを誘致し、本町への関係人口
拡大、都市部企業の専門スキル活用による地域
ビジネス創出、町内遊休資産の有効活用を図
る。これらを通じて、新しい人の流れと地場産業
の活性化を目指す事業である。

小学校統合に伴う学童施設拡充に合わせ、
テレワークセンターのあり方を検討した。その
結果、既存施設は令和７年度末で機能を終
了することを決定し、入居者への通知等を行
い次なる体制への移行基盤を整えた。

円事務事業 000001 ふるさとテレワーク推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 920,750

基本事業 02 移住定住環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

利用テレワーカー数

係

人項 1 目 6 297 305

単に施設を整備しただけでは都市部からの企業
誘致は困難である。都市部の人材にとって本当
に魅力となる「みなかみならでは」の地域資源や
価値を再定義し、それをどのように効果的に発信
していくかが課題である。

国の新たな二地域居住支援制度等を有効活
用し、新しい働き方に柔軟に対応できるコ
ワーキングスペース等の設置を検討する。
ハード・ソフト両面から受け入れ環境を再構
築し、実効性の高い誘致施策を展開する。

令和　６年度 令和　７年度

単位
課 地域創生

継続事業

事業実績

町内においてマルチワーカー（季節毎の労働需要等に応じて複数
の事業者の事業に従事）に係る労働者派遣事業を行う事業協同
組合の運営に対して、財政的に支援を行う事業。運営経費の支援
においては３／４が、国の交付金及び特別交付税によって措置さ
れる。（根拠法令：人口急減地域特定地域づくり推進法）
本制度を活用することで、安定的な雇用環境と一定の給与水準を
確保した職場をつくり、地域内外の若者等の移住・定住の促進と
地場産業の活性化を推進する。

人材不足解消を目指し、移住相談会などで
積極的に制度周知を図り、募集を強化した結
果、2名の採用となったが、その後2名が離職
となり雇用数を増やすことが出来なかった。

円事務事業 000008 特定地域づくり事業協同組合支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 12,732,000

基本事業 02 移住定住環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

雇用者数

係

施
策
体
系

名

令和 8 6 19

項 1 目 6 6 6
事業
期間

会
計

1 款 2

派遣労働者及び組合員の確保を通じた移住・定
住の促進と地場産業の活性化

雇用者は女性が多く、より働きやすい環境を
整えて、新たな人材発掘につなげる。

令和　６年度 令和　７年度

単位
課 観光振興

継続事業

事業実績

源流の持つ豊かな自然環境の保全に務めるとと
もに、源流資源の役割と機能を広く国民に訴え、
国民的な理解を広げる。会員市町村等との交流
連携を進め地域振興を図る。
協議会設立日：平成１７年１１月３０日
（現在）会員：16市町村、協賛会員１団体

特になし

円事務事業 000002 全国源流の郷協議会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 74,270

基本事業 03 交流連携の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

協議会等出席回数

係

回

6 19

項 1 目 7 1 1
事業
期間

会
計

1 款 2

加盟団体は関西から九州まで点在しており、事
業実施場所が遠隔地であることが多く、なかなか
参加できない。

協議会の各事業へ参画する。
令和　６年度 令和　７年度

単位
課 観光振興

継続事業

事業実績
ダムを活かした水源地域の自立的、持続的な活
性化のために、水源地域の自治体、住民等がダ
ム管理者と共同で策定する行動計画である。組
織として「利根川源流水源地域ビジョン推進協議
会」がある。

活動団体・ダム管理者・コンサルタント等との
調整業務及び会議への出席。
各種事業への支援。

円事務事業 000003 利根川源流水源地域ビジョン事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,817,500

基本事業 03 交流連携の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

協議会等出席・開催回数

係組織名

回項 1 目 7 5 5
事業
期間

会
計

1 款 2

水源地域ビジョンの施策の見直し時期に来てい
る。奥利根、相俣・猿ヶ京とも地域の担い手の確
保が課題である。どのイベントも同じ人が中心を
担っており、疲弊感が見られる。

水源地域活性化のための活動状況の把握及
び地域との協議、並びに現在行われている
活動を継続していく。

令和　６年度 令和　７年度
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22．移住定住の促進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

組織名 観光商工

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

2

基本事業 03 交流連携の強化

継続事業 2

令和 8 6 19

事務事業 000004 地域づくり事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 115,140

基本事業 03 交流連携の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

負担金支払い件数

係

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

令和　７年度 単位
課 観光振興

継続事業

事業実績賛同、参画するダム関連協議会へ負担金を支払
い、協議会に参加することで、交流連携の推進を
図る。

特になし

円

観光商工

件

令和 8 6 19

項 1 目 7 1 1
事業
期間

会
計

1 款 2

課題なし 特になし
令和　６年度

単位
課 観光振興

継続事業

事業実績　利根川源流である本町は水源地として５つのダ
ムを有している。首都圏の水瓶として内外へア
ピール必要性から協議会へ参加し、利根川や江
戸川流域の人と人の繋がりを深める。

特になし

円事務事業 000005 全国川サミット連絡協議会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 0

基本事業 03 交流連携の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

川サミット参加回数・参画団体数

係組織名

回・団
体

令和 8 6 19

項 1 目 7 1・27 0・0
事業
期間

会
計

1 款

川サミットへの出席のみの事業となっている。そ
れ以上の内容にも取り組めないのが現状であ
る。

特になし
令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000001 地域連携事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 619,960

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

公演支援、イベント開催、研修会、意
見交換会

係組織名 観光商工
令和　７年度 単位

課 観光振興

関係団体との密接な連携
東日本連携センターとの連携により、みなか
み町の知名度向上を図る。

令和　６年度

事業実績１．東日本連携センターイベントへの参画
２．北関東・新潟地域連携軸推進協議会への参
加

特になし

円

観光商工

回

令和 8 6 19

項 1 目 8 1－3・2－1 0－3・0－0
事業
期間

会
計

1 款

単位
課 観光振興

継続事業

事業実績
本町と友好都市提携を締結している団体等が実
施する各種イベントに参加し、町の魅力や観光資
源をＰＲ、農産物や加工品など生産者が直接出
向くなど人と人の交流を行う。

地域通貨を活用し、交流の成果を実証するこ
とが出来た。

円事務事業 000006 友好都市交流事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 4,288,877

基本事業 03 交流連携の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

交流事業回数・友好都市

係組織名

回・団
体

項 1 目 8 29・6 31・6
事業
期間

会
計

1 款 2

友好都市からの交流人口の増加を進めていくこ
とが課題である。

物産を通じての交流から、観光・文化・教育
分野への交流に展開する。

令和　６年度 令和　７年度
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22．移住定住の促進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

令和 8 6 19

事務事業 000007 地域間交流事業費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 0

基本事業 03 交流連携の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

交流事業回数

係組織名 観光商工

施
策
体
系

施策 22

単位
課 観光振興

移住定住の促進
事業実績町の豊かな自然や多様な歴史、伝統、文化、産

業等を活かし、創造的、個性的な地域づくりのた
めに実施する地域間交流事業に対し、補助金を
交付する。

特になし

円

件

令和 8 6 19

項 1 目 8 29 31
事業
期間

会
計

1 款 2

補助事業の内容の周知と他の助成金との調整 特になし
令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000004 町営住宅長寿命化事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 45,215,900

継続事業

事業実績町営住宅長寿命化計画に基づき、計画修繕を行
い長寿命化を図る。
また、削減計画により用途廃止の対象住宅を選
定する。

長寿命化計画に基づき、社資交を活用した大
規模改修工事を実施した。

円

棟3 3

令和　６年度 令和　７年度

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
長寿命化修繕工事数

単位
公営住宅の管理戸数を削減し、長寿命化とライフ
サイクルコストの削減を図る。

長寿命化計画に定める計画修繕の継続実
施。

継続事業

用地・管理

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

基本事業 02 移住定住環境の整備

係組織名 地域整備 課

項 5 目 1
事業
期間

会
計

1 款 8

8

令和 8 6 19

事業費 51,859,182

項 5

基本事業 02 移住定住環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

公営住宅の棟数
（特公賃の棟数）

係組織名 地域整備
単位

課 用地・管理

ストック推計プログラムの活用により当町におけ
る公営住宅の戸数が多いことが判明。令和３年３
月に策定した削減計画により用途廃止する。
・柳田団地の特公賃3棟について、県住宅政策課
より居住した状態での用途廃止の不可と指導が
あった。
・藤原団地は大規模改修工事を実施しないと払
下交渉は進展しない。
・大穴団地は外壁からアスベストが検出されたた

柳田団地払下げ希望者との売買契約成立を
目指す。

目 1
事業
期間

会
計

1 款

事業実績職員数の減少のため公営住宅法４７条管理の特
例を適用し群馬県住宅供給公社に管理代行委託
することにより町職員の事務負担の軽減を図る。

適時、情報交換や対応協議を実施した。

円

継続事業

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進
事業実績

町営住宅の不具合や老朽化に伴う修繕を行い施
設運営の継続性や一定水準の質の確保を図る。

柳田団地について、特公賃を除く14棟の用途
廃止手続を完了した。事故物件1棟を解体、9
棟を単独賃貸住宅として運用、その内4件か
ら買受希望があった。

円

棟29(4) 29(4)

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000003 町営住宅維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 8 6 19

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進

戸305 272

令和　６年度 令和　７年度

事務事業 000002 町営住宅運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 30,158,354

基本事業 02 移住定住環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

町営住宅入居戸数

係組織名 地域整備
単位

課 用地・管理

項 5 目 1
事業
期間

会
計

1 款 8

住民（入居者）サービスの質の低下を招かないよ
う委託先と連絡を密にしていかなくてはならない。

サービスの質を維持するために必要な住戸
の集約を図る。

継続事業
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22．移住定住の促進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)令和 8 6 19

施
策
体
系

施策 22 移住定住の促進
事業実績町営住宅の空き部屋を用途廃止し、当町に定住

を希望する低所得者以外の者に期間限定で賃貸
借することで移住定住を促す。

滞納者本人は離職し収入がなく、メンタル不
調で電話に出ることも出来ない状態。妻とは
離婚予定。連絡が取れないため夜間訪問す
るがなかなか応答してもらえない。たまたま
会えた際に状況を確認した。生活保護や福
祉相談をする予定とのことだった。任意退去
の通知は送達済。

円事務事業 000007 移住定住促進住宅維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 343,000

基本事業 02 移住定住環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

定住促進住宅管理戸数

係組織名

戸項 5 目 1 6 6
事業
期間

会
計

1 款 8

単身者を入居可能にしたため満室となったが、定
住に結びつくのかどうか疑問が残る。
鹿野沢定住促で1件滞納者が発生した。

最長７年間は入居可能なため、継続して維持
管理を行う。
定住促で3ヶ月以上の滞納となった際には退
去を求めることを徹底する。

令和　６年度 令和　７年度 単位
課 用地・管理

継続事業

地域整備
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